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※１　令和４年度当初予算額の上段（　）は、令和３年度１月補正及び２月補正予算を含む

※２　前年度比較増減の上段（　）は、令和３年度１月補正及び２月補正含む令和４年度当初予算と、令和５年度当初予算の比較

※３　令和４年度当初予算額は、令和５年度当初予算の公共事業（国補・県単）の組換えに対応するよう数値を置き換えています
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農林水産業費

農業費

畜産業費

農地費

令和５年度 当初予算要求 総括表 （農林水産部）

○ 款別総括表

区　　分
（Ａ）令和４年度

当初予算額
（Ｂ）令和５年度
当初予算要求額

前年度比較
 増減（Ｂ）-（Ａ）

（Ｂ）／（Ａ）

林業費

水産業費

災害復旧費

農林水産施設災害復旧費

自然公園等施設災害復旧費

特別会計

合　　計

○ 事業別総括表

区　　分
（Ａ）令和４年度

当初予算額

就農施設等資金貸付事業等

地方卸売市場事業

林業改善資金貸付事業

沿岸漁業改善資金貸付事業

（Ｂ）令和５年度
当初予算要求額

非公共事業

前年度比較
 増減（Ｂ）-（Ａ）

（Ｂ）／（Ａ）

一般会計

公共事業

国補公共事業

直轄事業

県単公共事業

受託公共事業

災害復旧事業
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（単位：千円）

令和５年度
当初予算要求額

 主担当施策 32,836,885

４－３ 自然環境の保全と活用 145,603

６－１ 農業の振興 13,119,631

６－２ 林業の振興と森林づくり 6,000,986

６－３ 水産業の振興 4,692,394

６－４ 農山漁村の振興 8,878,271

 他部主担当施策 5,415,412

１－３ 災害に強い県土づくり 4,698,536

３－４ 食の安全・安心と暮らしの衛生の確保 589,612

４－４ 生活環境の保全 98,650

12－１ 人権が尊重される社会づくり 612

13－２ 障がい者福祉の推進 28,002

 施策外 7,354,501

行政委員会 23,282

人件費等 7,331,122

その他（交際費） 97

45,606,798

※要求額は一般会計及び４特別会計を合わせた数値

令和５年度当初予算「みえ元気プラン」施策別要求状況（農林水産部）

施　　策　　区　　分

農林水産部　合計
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令和５年度 重点施策枠事業一覧 （農林水産部）

（単位：千円）

5 農林水産部 6-1
三重の水田農業を守る米粉
生産拡大推進事業費

主食用米の生産調整の拡大や小麦の価格高騰に対応し、中山間地域など米
以外の作物への作付転換が困難な水田が多い地域を中心に、本県の気象条
件などに適した米粉用米の生産拡大に向けた実証ほを設置するとともに、加
工適性の評価に取り組みます。

2,500

6 農林水産部 6-1 農業経営集約化促進事業費

地域の農業の持続的な発展に向け、組織的な農業法人を確保・育成していく
ため、家族労働による個人農家や1戸で構成される農業法人、オペレーターが
高齢化している集落営農組織を中心に、合併や統合、組織的な農業法人や異
業種企業などへの事業承継を進めることで、農業経営の集約化を図ります。

5,098

7 農林水産部 6-1 飼料の自給体制構築事業費

価格高騰や調達困難が懸念されている飼料を将来にわたって安定的に確保
していくため、耕種農家による子実用トウモロコシの供給や食品メーカーから
出る食品製造副産物をエコフィードとして利用する取組を進めることで、飼料
の自給体制の構築を図ります。

6,775

8 農林水産部 6-1
有機質肥料の自給体制構築
事業費

価格高騰や入手困難が懸念されている化学肥料から、県内畜産農家等が供
給する堆肥を原料とする有機質肥料へと使用の転換を進めるため、有機質肥
料の製造機械やほ場への散布機械の導入を促進するとともに、有機質肥料を
使った栽培実証に取り組みます。

5,000

9 農林水産部 6-1
県産ブランド和牛の輸出サプ
ライチェーン構築支援事業費

輸出拡大による県内畜産業の収益確保と経営継続を図るため、輸出候補国
で開催される食品見本市や展示会への出展、県内事業者と現地事業者とのＢ
ｔｏＢマッチングの機会創出により、新たなサプライチェーンの構築につなげま
す。

10,180

10 農林水産部 6-2
カーボンニュートラルの実現
に向けた林業ＤＸ展開事業費

Ｊ－クレジットの申請に必要となる森林情報基盤の整備や、林業ＤＸを活用し
た県行造林でのモデル的な認証取得の取組を進めるとともに、Ｊ－クレジット
制度の利用拡大を図るための普及啓発に取り組みます。

22,700

11 農林水産部 6-3
黒ノリ養殖史上最大の危機を
克服する色落ち緊急対策事
業費

伊勢湾の基幹産業である黒ノリ養殖において、栄養塩類不足による色落ち被
害が深刻化していることから、施肥による色調改善や生育促進に取り組みま
す。

10,063

12 農林水産部 6-3
県産水産物販売チャンネル
拡大推進事業費

大都市圏の量販店での県産水産物フェアの開催や魅力発信など、恒常的な
販路の確保につながるサプライチェーンの構築に取り組むことで、県産水産物
の販売チャンネルの拡大を図ります。

31,960

13 農林水産部 6-4
農地集約化に向けた農村
RMO推進事業費

農村の集落機能の維持・向上に向け、農村資源を集約化し、地域内外の多様
な主体の参画により、水路・農道等の保全管理、および地域資源を活用した
新たな取組を支援します。

3,000

97,276

（４）時代の変化に対応し三重の産業を振興する

番号 部局名 施策 細事業名 事業概要 事業費

農林水産部 合計
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令和５年度 新型コロナウイルス感染症等対応枠事業一覧 （農林水産部）

（単位：千円）

39 農林水産部 3-4
食肉センター流通対策事業
費

県内の食肉センターにおいては、ボイラー等に使用するＡ重油の価格高騰や、
燃料費の上昇による電気料金の高騰により、経営が圧迫されている状況にあ
ります。今後も引き続き、衛生的で安全安心な食肉を安定的に供給するため
に、食肉センターの経営を安定させることが重要であることから、燃油の購入
費や電気料金の一部を支援します。

51,000

40 農林水産部 3-4
食肉センター流通対策事業
費

食肉処理施設の職員に新型コロナウイルス感染者が出て、業務が停止する
と、畜産物の安定供給ができなくなることや、畜産事業者にとっても、遠方の
食肉処理施設に畜産物を輸送する必要が生じるなど、県内畜産物の流通に
大きな影響が生じます。このため、食肉処理施設における感染リスクを減らす
ため、必要となる資材等に対して助成を行います。

2,000

41 農林水産部 6-1
肥料価格高騰対策緊急支援
事業費

肥料価格の急激な高騰により経営が圧迫されている農家に対して、肥料価格
の上昇分の一部を支援します。

403,000

42 農林水産部 6-1
農業経営近代化資金融通事
業費

燃料及び資材価格の高騰により経営に影響を受けている農業者の経営改善
を支援するとともに、省エネ・省資源経営への転換を促進するため、農業経営
近代化資金の融資枠を拡大し、保証料助成を行います。

17,057

43 農林水産部 6-1
農業経営近代化資金融通事
業費

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により経営に影響を受けている農業者
の経営改善を支援するため、農業経営近代化資金の融資枠を拡大し、資金の
円滑な融通を図ります。

22,389

44 農林水産部 6-1
農業共同施設の燃油及び電
気料金高騰対策緊急支援事
業費

燃油及び電気料金高騰の影響を受けている農業者の負担軽減を図るため、
穀類の共同乾燥調製施設の運営者に対して、燃料及び電気料金高騰分の一
部を支援します。

28,400

45 農林水産部 6-1
飼料価格高騰緊急対策事業
費

配合飼料・粗飼料の異常な価格高騰が長期化し、国の配合飼料価格安定制
度の対象とならない農家負担額が大幅に増加している状況をふまえ、畜産経
営の維持・安定を図るため、県内に農場等を有している畜産農家に対し、配合
飼料・粗飼料の購入にかかる経費の一部を緊急に支援します。

2,034,432

46 農林水産部 6-1
土地改良区等電気料金高騰
対策緊急支援事業

原油価格の上昇に伴う電気料金の高騰により農業者が大きな影響を受けて
いる現状を踏まえ、農業者の負担軽減に資するべく、土地改良区等が管理す
る農業水利施設の操作・運転に要する電気料金の高騰分に対して、緊急的に
支援します。

340,100

47 農林水産部 6-3 漁業近代化資金融通事業費
新型コロナウイルス感染症により経営に影響を受けている漁業者の資金繰り
を支援するため、経営継続に必要な融資に対して利子・保証料にかかる負担
を軽減します。

4,023

48 農林水産部 6-3 漁業近代化資金融通事業費
原油及び配合飼料価格の高騰により影響を受けている漁業者の経営改善を
支援するため、漁業近代化資金の融資枠を拡大し、長期かつ低利の運転資
金の融通円滑化を図ります。

12,790

49 農林水産部 6-3
漁業共同利用施設の燃油及
び電気料金高騰対策緊急支
援事業費

原油価格高騰の影響を受けている漁業者の負担軽減を図るため、冷凍冷蔵
庫などの共同利用施設を管理する県内の漁業協同組合に対して、電気料金
及び燃油料金高騰分の一部を支援し、漁業者が負担する漁業共同利用施設
の利用料の高騰を防ぎ、漁業経営の安定化を図ります。

20,300

50 農林水産部 6-3
漁業用資材価格高騰対策緊
急支援事業費

原油価格高騰の影響により、漁業用資材価格が高騰し、県内漁業者の経営
が逼迫していることから、漁業者に対して緊急的に支援を行い、経営の安定を
図ります。

43,978

51 農林水産部 6-3
配合飼料価格高騰対策緊急
支援事業費

配合飼料価格の高騰により、経営が逼迫している魚類養殖業者の負担軽減
を図るため、漁業経営セーフティーネット構築事業（配合飼料）に加入している
魚類養殖業者の負担経費の一部を支援し、経営の安定を図ります。

100,000

52 農林水産部 6-3
漁業用燃油価格高騰対策緊
急支援事業費

原油価格の高騰により、経営が逼迫している漁業者の負担軽減を図るため、
漁業経営セーフティーネット構築事業（燃油）に加入している漁業者の負担経
費の一部を支援し、経営の安定を図ります。

110,000

3,189,469

事業費

農林水産部　合計

番号 部局名 施策 細事業名 事業概要
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令和５年度 大規模臨時的経費事業一覧 （農林水産部）
（単位：千円）

番号 部局名 細事業名 事業費

Ⅰア法令義務・債務負担行為

9 農林水産部 家畜衛生危機管理体制維持事業費（野生いのしし検査関係） 69,487

10 農林水産部 家畜衛生防疫事業費（特定家畜伝染病緊急対策等） 416,973

11 農林水産部 林業試験研究管理費（林業研究所きのこ栽培試験棟の空調設備更新等） 28,145

12 農林水産部 漁業取締船整備費（漁業取締船定期検査等） 174,294

Ⅰア法令義務・債務負担行為　計 688,899

Ⅰイ 施設改修

27 農林水産部 農業試験研究管理費（種子乾燥調製作業機械施設改修等） 75,628

28 農林水産部 畜産業試験研究管理費（受変電設備更新工事等） 61,368

29 農林水産部 農業大学校運営事業費（学生寮設備改修工事） 52,514

30 農林水産部
林業試験研究管理費（林業研究所木材試験棟の外壁及び屋根塗装工事
等）

18,427

31 農林水産部 水産業研究施設機器整備費（養殖試験生簀の更新等） 53,449

32 農林水産部 漁業取締船整備費（漁業取締船係留施設更新工事等） 101,486

33 農林水産部 栽培漁業センター整備費（設備、機器の更新） 12,100

Ⅰイ 施設改修　計 374,972
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番号 部局名 細事業名 事業費

Ⅲア その他（継続）

15 農林水産部 家畜衛生危機管理体制維持事業費（焼却炉更新） 47,673

16 農林水産部 野生イノシシ捕獲強化事業費（イノシシの捕獲の委託） 60,000

17 農林水産部 漁場生産力向上対策事業費（流域下水処理場管理運転の効果把握等） 28,795

18 農林水産部 藻類養殖の適正化対策事業費（藻類食害防除活動への支援等）） 8,000

19 農林水産部
イカナゴ等重要資源調査・種苗生産事業費（イカナゴ種苗生産技術の
開発等）

5,000

20 農林水産部
アサリ等二枚貝類資源の回復対策事業費（二枚貝種苗生産技術の開発
等）

20,676

Ⅲア その他（継続）　計 170,144

Ⅲイ その他（新規）

11 農林水産部
伊勢湾の再生に向けた密漁監視対策の充実・強化対策事業費（漁業取締
艇の採証設備の強化等）

13,932

12 農林水産部
全国豊かな海づくり大会推進事業費（第44回全国豊かな海づくり大会の開
催に向けた運営組織の設立及び運営、イベントの開催）

15,000

Ⅲイ その他（新規）　計 28,932

1,262,947　農林水産部 合計
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令和５年度 新規事業一覧（農林水産部）

「☆」…市町予算と関連があると考えられるもの

（単位：千円）

番
号

部　局　名 施策 事業名称 細事業名称 事業概要（新規・一部新規の事業部分のみ） 事　業　費
一部
新規

市町
関連

重点
施策

県民
提案

69 農林水産部 6-1
大阪・関西万博を見据え
た農林水産物販売チャン
ネル拡大推進事業費

大阪・関西万博を見据え
た農林水産物販売チャン
ネル拡大推進事業費

三重県が誇る食材を生かして、関西圏等のホテル・飲食店等へのプ
ロモーションやフェアの開催、県内のホテル・飲食店等と連携した県
産食材メニューの提供などに取り組み、2025年開催の大阪・関西万
博を見据えた県産農林水産物の更なる魅力発信を行うとともに、新
たな販売チャンネルの拡大を図ります。

5,616 ※

70 農林水産部 6-1
みえの伝統農産物等の魅
力発信・地域交流促進事
業費

みえの伝統農産物等の魅
力発信・地域交流促進事
業費

「みえの伝統野菜」等の県産農産物等を生かして、レシピコンテスト
や県内飲食店と連携したフェアを開催することで魅力発信や需要喚
起を行うとともに、産地見学等のイベントを実施することで消費者と
生産者との交流を促進します。

10,000 □

71 農林水産部 6-1
三重の農畜産業資材の県
内自給体制モデル構築事
業費

有機質肥料の自給体制構
築事業費

価格高騰や入手困難が懸念されている化学肥料から、県内畜産農
家等が供給する堆肥を原料とする有機質肥料へと使用の転換を進
めるため、有機質肥料の製造機械やほ場への散布機械の導入を促
進するとともに、有機質肥料を使った栽培実証に取り組みます。

5,000 ◇

72 農林水産部 6-1
農業経営集約化促進事業
費

農業経営集約化促進事業
費

地域の農業の持続的な発展に向け、組織的な農業法人を確保・育
成していくため、家族労働による個人農家や1戸で構成される農業法
人、オペレーターが高齢化している集落営農組織を中心に、合併や
統合、組織的な農業法人や異業種企業などへの事業承継を進める
ことで、農業経営の集約化を図ります。

5,098 ◇

73 農林水産部 6-1
三重の水田農業を守る米
粉生産拡大推進事業費

三重の水田農業を守る米
粉生産拡大推進事業費

主食用米の生産調整の拡大や小麦の価格高騰に対応し、中山間地
域など米以外の作物への作付転換が困難な水田が多い地域を中心
に、本県の気象条件などに適した米粉用米の生産拡大に向けた実
証ほを設置するとともに、加工適性の評価に取り組みます。

2,500 ◇

74 農林水産部 6-1
三重の農畜産業資材の県
内自給体制モデル構築事
業費

飼料の自給体制構築事業
費

価格高騰や調達困難が懸念されている飼料を将来にわたって安定
的に確保していくため、耕種農家による子実用トウモロコシの供給や
食品メーカーから出る食品製造副産物をエコフィードとして利用する
取組を進めることで、飼料の自給体制の構築を図ります。

6,775 ◇

75 農林水産部 6-1
県産ブランド和牛の輸出
サプライチェーン構築支援
事業費

県産ブランド和牛の輸出
サプライチェーン構築支援
事業費

輸出拡大による県内畜産業の収益確保と経営継続を図るため、輸
出候補国で開催される食品見本市や展示会への出展、県内事業者
と現地事業者とのＢｔｏＢマッチングの機会創出により、新たなサプラ
イチェーンの構築につなげます。

10,180 ◇

76 農林水産部 6-2
「もっと県産材を使おう」推
進事業費

「もっと県産材を使おう」推
進事業費

県産材の利用拡大を図るため、木造非住宅建築物の設計支援に取
り組みます。

20,000 ※

77 農林水産部 6-2
カーボンニュートラルの実
現に向けた林業ＤＸ展開
事業費

カーボンニュートラルの実
現に向けた林業ＤＸ展開
事業費

Ｊ－クレジットの申請に必要となる森林情報基盤の整備や、林業ＤＸ
を活用した県行造林でのモデル的な認証取得の取組を進めるととも
に、Ｊ－クレジット制度の利用拡大を図るための普及啓発に取り組
みます。

22,700 ◇

78 農林水産部 6-2
林業担い手総合対策事業
費

林業担い手総合対策事業
費

林業への新規就業者を確保するため、就業希望者を対象とした林
業体験講座やインターンシップを実施する他、首都圏等での林業セ
ミナーの開催、高校生を対象とした就業相談会を開催します。
また、新たに造林事業を開始する者を対象に、造林事業の開始に必
要な資機材の整備等を支援します。

5,345 ※

各記号の意味は、以下のとおりです。

「※」…一部新規を含むもの（事業費は新規分のみを計上）

「◇」…令和５年度重点施策枠のもの

「□」…県民提案をふまえたもの
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「☆」…市町予算と関連があると考えられるもの

（単位：千円）

番
号

部　局　名 施策 事業名称 細事業名称 事業概要（新規・一部新規の事業部分のみ） 事　業　費
一部
新規

市町
関連

重点
施策

県民
提案

79 農林水産部 6-3
水産業スマート化推進事
業費

水産業スマート化推進事
業費

漁業者、水産関係団体、大学、企業等と連携して、漁業の生産性や
作業効率の向上、働き方改革につながるスマート水産業の社会実装
を促進します。

566

80 農林水産部 6-3
真珠産業における生産か
ら販売までオール三重体
制強化事業費

真珠産業における生産か
ら販売までオール三重体
制強化事業費

県産真珠の生産量の増大に向けて、生存率の向上やへい死のリス
ク分散が期待できるアコヤガイ稚貝の秋季の供給を行います。
また、需要拡大を図るため、県内外のイベントを通じた本県のサステ
ナブルな真珠養殖の魅力発信を行います。

2,500

81 農林水産部 6-3
新魚種導入による魚類養
殖の生産性向上事業費

新魚種導入による魚類養
殖の生産性向上事業費

魚類養殖の経営改善や新たなブランド魚の創出による地域活性化
に向け、養殖期間が短く、付加価値が高いマサバの養殖技術の開
発に取り組みます。

5,195

82 農林水産部 6-3
黒ノリ養殖史上最大の危
機を克服する色落ち緊急
対策事業費

黒ノリ養殖史上最大の危
機を克服する色落ち緊急
対策事業費

伊勢湾の基幹産業である黒ノリ養殖において、栄養塩類不足による
色落ち被害が深刻化していることから、施肥による色調改善や生育
促進に取り組みます。

10,063 ◇

83 農林水産部 6-3
県産水産物販売チャンネ
ル拡大推進事業費

県産水産物販売チャンネ
ル拡大推進事業費

大都市圏の量販店での県産水産物フェアの開催や魅力発信など、
恒常的な販路の確保につながるサプライチェーンの構築に取り組む
ことで、県産水産物の販売チャンネルの拡大を図ります。

31,960 ◇

84 農林水産部 6-3
伊勢湾の再生に向けた密
漁監視対策の充実・強化
事業費

伊勢湾の再生に向けた密
漁監視対策の充実・強化
事業費

密漁対策として、漁業取締艇の採証能力向上のための機器整備と
伊勢湾沿海部の漁業監視を実施します。

13,932

85 農林水産部 6-3
全国豊かな海づくり大会
推進事業費

全国豊かな海づくり大会
推進事業費

第44回全国豊かな海づくり大会の開催に向け、運営組織の設立及
び運営とイベントを開催します。

15,000

86 農林水産部 6-4
みえのさと体験推進事業
費

みえのさと体験推進事業
費

農村地域での来訪客の周遊化を図るため、県南部地域の大型集客
施設と連携し、農山漁村地域ならではの「食」、「泊」、「体験」を楽し
む農泊の周遊プランの造成や、自然を生かした体験の促進に向け
た取組を行います。

10,176

87 農林水産部 6-4
農泊の推進・レベルアップ
事業費

農泊の推進・レベルアップ
事業費

農山漁村における「農泊」を持続可能なビジネスとして所得の向上や
雇用機会の創出・拡大に取組むとともに、農山漁村地域資源活用の
更なるブラッシュアップによる国内外からの観光客の誘客促進によ
り、受入地域の活性化、関係人口の拡大を図ります。

3,135

88 農林水産部 6-4
農地集約化に向けた農村
ＲＭＯ推進事業費

農地集約化に向けた農村
ＲＭＯ推進事業費

農村の集落機能の維持・向上に向け、農村資源を集約化し、地域内
外の多様な主体の参画により、水路・農道等の保全管理、および地
域資源を活用した新たな取り組みを支援します。

3,000 ◇

188,741農林水産部　合計

各記号の意味は、以下のとおりです。

「※」…一部新規を含むもの（事業費は新規分のみを計上）

「◇」…令和５年度重点施策枠のもの

「□」…県民提案をふまえたもの
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　　 各記号の意味は、以下のとおりです。

「◆」・・・令和４年度重点施策枠のもの

「◇」・・・令和５年度重点施策枠のもの

「☆」・・・市町予算と関連があると考えられるもの

「▲」・・・いわゆる「当然減」によるもの

（単位：千円）

番 令和５年度 令和４年度 差　  引

号 廃止
リフォー

ム 休止 当初要求額A 当初予算額B A－B

19 農林水産部
農林水産ネット販売販路拡
大支援事業費

1 0 14,000 △ 14,000
事業実施期間終了に伴い廃止
します。

▲

20 農林水産部
若者世代による県産品消
費拡大啓発推進事業費

1 0 4,000 △ 4,000
事業実施期間終了に伴い廃止
します。

▲

21 農林水産部
みえの農林水産情報発信
スマート化事業費

1 0 2,618 △ 2,618
事業実施期間終了に伴い廃止
します。

▲

22 農林水産部
次代の農業を創る多様な
働き方総合推進事業費

1 0 3,735 △ 3,735
国事業実施終了に伴い廃止し
ます。

▲

23 農林水産部

海外に拠点を持つ旅行事
業者等と連携した販路開
拓事業費

1 0 3,068 △ 3,068
事業実施期間終了に伴い廃止
します。

▲

24 農林水産部
デカフェ伊勢茶の海外展
開事業費

1 0 4,000 △ 4,000
事業実施期間終了に伴い廃止
します。

▲

25 農林水産部

県営受託基幹土地改良施
設防災機能拡充保全事業
費

1 0 52,500 △ 52,500
令和５年度は事業の対象地区
がないため休止します。

▲

26 農林水産部

農泊の推進・レベルアップ
事業費
（旧　移住促進に向けた農
山漁村魅力発信事業費）
（旧　自然体験活動の
フィールドを生かした新た
な価値協創事業費）

1 3,135 4,501 △ 1,366

事業をより効率的に実施するた
め、移住促進に向けた農山漁
村魅力発信事業費及び自然体
験活動のフィールドを生かした
新たな価値協創事業費を農泊
の推進・レベルアップ事業費に
統合します。

27 農林水産部
みえ森林・林業アカデミー
拠点整備事業費

1 0 307,447 △ 307,447
事業実施期間終了に伴い廃止
します。

▲

当然
減

事 業 の 見 直 し 調 書 （農林水産部）

部局名 細　事　業　名

区   分

説　      明
Ｒ４
重点

Ｒ５
重点

市町
関連
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　　 各記号の意味は、以下のとおりです。

「◆」・・・令和４年度重点施策枠のもの

「◇」・・・令和５年度重点施策枠のもの

「☆」・・・市町予算と関連があると考えられるもの

「▲」・・・いわゆる「当然減」によるもの

（単位：千円）

番 令和５年度 令和４年度 差　  引

号 廃止
リフォー

ム 休止 当初要求額A 当初予算額B A－B

28 農林水産部
森林情報利活用促進事業
費

1 0 1,699 △ 1,699
事業実施期間終了に伴い廃止
します。

▲

29 農林水産部 特定森林再生事業費 1 0 6,513 △ 6,513
令和５年度は事業の対象地区
がないため休止します。

▲

30 農林水産部
次世代型海藻養殖による
豊かな伊勢湾再生事業費

1 0 2,500 △ 2,500
事業実施期間終了に伴い廃止
します。

▲

31 農林水産部

県産水産物の品質向上に
よる水産業の成長産業化
事業費

1 0 660 △ 660
事業実施期間終了に伴い廃止
します。

▲

32 農林水産部

「ユニバーサル水産業」に
よる持続可能な漁村構築
事業費

1 0 1,197 △ 1,197
事業実施期間終了に伴い廃止
します。

▲

33 農林水産部
伊勢湾漁業の経営安定に
向けた調査事業費

1 0 2,719 △ 2,719
事業実施期間終了に伴い廃止
します。

▲

34 農林水産部
環境調和型真珠養殖シス
テム構築事業費

1 0 1,750 △ 1,750
事業実施期間終了に伴い廃止
します。

▲

35 農林水産部

環境変化に対応した新た
なみえのスマート真珠養殖
確立事業費

1 0 6,250 △ 6,250
事業実施期間終了に伴い廃止
します。

▲

36 農林水産部
スマート水産業実証体制
構築事業費

1 0 635 △ 635
事業実施期間終了に伴い廃止
します。

▲

37 農林水産部
海女による豊かな海づくり
事業

1 0 2,342 △ 2,342
事業実施期間終了に伴い廃止
します。

▲

16 1 2 3,135 422,134 △ 418,999

当然
減

合　　　　　　　　計

部局名 細　事　業　名

区   分

説　      明
Ｒ４
重点

Ｒ５
重点

市町
関連
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施策４－３  

 

 

 

【主担当部局：農林水産部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

生物多様性をはじめとする豊かな自然環境を維持するため、県内各地域で県民の皆さんやＮＰＯ、

事業者などさまざまな主体による自然環境保全活動が持続的に展開されています。また、自然とのふ

れあいを通じて、自然環境保全意識の醸成につなげられるよう、より多くの県民の皆さんが自然体験

施設等を利用しています。 

（課題の概要） 

大規模開発等による自然環境への影響が懸念されており、希少野生動植物の生息する自然環境を保

全することが求められています。また、三重の豊かな自然にふれあえる場所を確保することが求めら

れています。 

 

現状と課題 

①ＮＰＯ等によって自主的に行われている生物多様性の保全活動が広がりを見せている一方、大規模

開発（太陽光発電施設や風力発電施設の設置）等による自然環境への影響が懸念されています。こ

うした中、ＮＰＯ等による保全活動が持続的に展開されるよう取り組むとともに、大規模開発等に

よる自然環境への影響を軽減していく必要があります。 

 

②県民の皆さんに自然とのふれあいの場を提供するため、自然公園施設の適正な維持管理や整備を進

めています。こうした中、これらの取組を継続するとともに、地域の資源を生かした森林教育や自

然体験などの取組を充実させることで、より多くの利用者に自然環境保全の意識を高めていただき、

保全活動への参画促進を図る必要があります。 

 

令和５年度の取組方向 

①生物多様性の保全を推進するため、希少野生動植物種および外来種についての調査やデータ整理を

進めます。また、各種イベント等において身近な自然環境や生物多様性の重要性を啓発するほか、

さまざまな主体による自主的な保全活動が継続できるよう、専門的な知識や必要な情報の提供、自

然環境保全活動への支援に取り組みます。太陽光発電施設や風力発電施設の設置など、自然環境に

影響を及ぼす開発等については、三重県自然環境保全条例等の関係法令に基づき、事業者等への適

切な指導、助言に努めていきます。 

 

②県民の皆さんをはじめとして、多くの方に安全で快適な利用環境を提供するため、国立・国定公園

の園地や東海・近畿自然歩道、大杉谷登山歩道など自然公園施設の適切な維持管理や施設整備を進

めます。また、多くの方が自然環境保全への意識を高め、自然の魅力を体感できるよう、エコツー

リズムの新たなコンテンツの造成やガイドの育成に取り組むとともに、自然景観や歴史・文化等の

優れた魅力およびイベントなどの情報発信に取り組みます。 

 

 

 

自然環境の保全と活用 

- 12 -



KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

希少野生動植物保護等の生物多様性

保全活動の取組数（累計） 

 

（里地・里山や海岸河川において、

希少野生動植物保護等の生物多様性

保全活動の取組数） 

 

 93 取組 

（４年度） 

95 取組 

（５年度） 

101 取組 

（８年度） 

91 取組 

（３年度） 
－ － － 

自然体験施設等の利用者数（累計） 

 

（森林公園や長距離自然歩道等の自

然体験施設の利用者数） 

 1,106 千人 

（３年度） 

1,143 千人 

（４年度） 

1,254 千人 

（７年度） 

1,070 千人 

（２年度） 

－ － － 

 

主な事業 

①野生生物保護事業 

（第６款 農林水産業費 第４項 林業費 11 野生生物共生費） 

予算額：(R4) １９，４１０千円 → (R5) １７，２８４千円 

事業概要：希少性の高い野生動植物種の現況を調査・再評価し、既存のデータを整理することで

三重県レッドリストの改定を進めます。また、開発行為に対して自然環境の保全への

配慮を求めることで、県内の自然環境と生物多様性の保全を図ります。さらに、生物

多様性を推進する活動団体と支援企業とのマッチングを進めるとともに、自然観察会

や調査体験会を行い、生物多様性の保全や野生生物の保護に係る普及啓発を行います。 

 

②自然公園利用促進事業 

（第６款 農林水産業費 第４項 林業費 12 自然公園費） 

予算額：(R4) ２６，８７０千円 → (R5) ４９，８２７千円 

事業概要：県内の優れた自然の風景地を県民の資産として継承するため、自然公園施設の適正な

維持管理を行うとともに自然公園施設を活用した森林教育や、自然公園内における地

域資源の保全・活用に取り組みます。 
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施策６－１  

 

 

 

【主担当部局：農林水産部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

米・麦・大豆のほか、野菜、柑橘、茶といった園芸品目、さらには牛肉や豚肉、鶏肉、卵といった

畜産物など、県産農畜産物の安定的な供給が進み、県民の皆さんの「食」における多様な需要に対応

しています。また、新規就農者はもとより、従事者の確保が図られながら、担い手による大規模経営

が拡大するとともに、小規模な兼業農家や高齢農家などの家族農業が営まれるよう、県産農畜産物の

生産性の向上や農業経営の発展による収入の確保および働きやすい労働環境の整備が進んでいます。

さらに、農業の持続性が確保された地域の拡大を図るため、農地の集積・集約化に向けた生産基盤の

整備が進んでいます。加えて、県産農畜産物について、消費者に魅力が発信され、国内外における取

扱い先が拡大しています。 

（課題の概要） 

農業の法人化や農地集積により経営規模の拡大が進む一方で、中小家族経営の農家における高齢化

が進行しており、労働力の不足が見込まれることから、県産農畜産物の供給量の減少が懸念されてい

ます。 

 

現状と課題 

①「三重の水田農業戦略 2020」等に基づき、主食用米の円滑な生産調整とともに、需要に応じた米・

麦・大豆など水田作物の生産拡大や販売促進に取り組んでいます。今後も、水田作物の生産体制の

強化や販売拡大を図る必要があります。特に、米については、新型コロナウイルス感染症の拡大に

伴う影響も加わり消費の減少・米価の下落が顕著なことから、県産米の需要拡大を図るとともに、

価格が高騰する小麦の代替として、需要が増加傾向にある米粉用米の生産拡大を進める必要があり

ます。 

 

②柑橘については、生産性の向上や高品質な果実の供給量の拡大に向け、優良品種の導入やスマート

技術の現場実装に取り組むとともに、首都圏での販売に加え、タイや台湾への輸出を進めています。

引き続き、柑橘の生産性向上や販売促進を図るとともに、令和５年に三重県で開催される全国カン

キツ研究大会を契機として、産地における取組を発信し、産地の発展につなげる必要があります。 

 

③茶については、令和３年度に策定した「伊勢茶振興計画」に基づき、生産者の所得向上に向け、生

産性の向上など地域ごとの課題の解決を図る産地構造改革プロジェクトを推進するとともに、伊勢

茶の消費拡大に向け、伊勢茶マイボトルキャンペーンのほか、新たな伊勢茶商品やサービスの開発、

ＵＡＥやベトナムなど海外における販路開拓、伊勢茶の歴史・文化を活用した食育活動に取り組ん

でいます。今後も引き続き、「伊勢茶振興計画」に基づいて、需要に対応しながら、生産者の所得向

上と伊勢茶の消費拡大を図る必要があります。 

 

 ④野菜については、生産者の経営安定に向け、野菜価格安定対策に取り組むとともに、生産を拡大す

るための施設の整備を促進しています。引き続き、生産者の経営安定や生産拡大を図る必要があり

ます。 

農業の振興 
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⑤花き花木については、効率的な物流体制の構築に向け、南勢地域の生産者や運送会社とともに鉢花

や観葉植物を対象として検討に取り組むとともに、需要の拡大に向け、小中学校等を対象とする花

壇コンクールを通じた「花育」活動や関東東海花の展覧会への出品による首都圏でのＰＲに取り組

んでいます。引き続き、県産花き花木の物流の効率化や需要拡大を図る必要があります。 

 

⑥環境に配慮した生産方式の拡大に向け、産地における地力の維持増進とともに、ＩＰＭ（総合的病

害虫管理）や有機農業などの取組を促進しています。今後は、化学肥料の供給不足や一層の価格高

騰が懸念されることから、化学肥料を削減し有機質肥料の活用を拡大するなど、国が展開する「み

どりの食料システム戦略」に対応した持続可能な農業生産の取組をさらに拡大する必要があります。 

 

⑦畜産業では、飼料価格の高騰や和牛子牛価格の高止まりなど厳しい経営環境が続いています。今後

も、畜産経営の持続的発展に向け、耕種農家や飼料販売事業者等の異業種と連携し、飼料や子牛の

自給体制の構築をはじめ、一層の低コスト化や省力化、高付加価値化を進めるとともに、県産畜産

物のサプライチェーンを構築していく必要があります。 

 

⑧豚熱や高病原性鳥インフルエンザなど家畜伝染病の発生とまん延の防止に向け、畜産農場における

飼養衛生管理基準の遵守・徹底や防疫対策を推進しています。今後も、農場の防疫体制を強化する

ほか、豚熱については、感染源の一つである野生イノシシの感染拡大の防止を図る必要があります。 

 

⑨担い手への農地集積を加速化するため、市町や農業委員会、農業会議と連携し、集落の話し合いを

促しながら、農家における国の農地中間管理事業の活用を促進しています。また、法人化や後継者

への事業継承など農業経営体の経営発展に向けた支援に取り組んでいます。今後は、農地集積の関

連法令等の改正に伴い必須となった、市町における「地域計画」の策定等をサポートする体制の強

化を図る必要があります。また、担い手となる農業経営体の経営が継続し発展していくよう、これ

までの取組に加え、合併や第三者への事業継承など経営の集約を進めるとともに、農作業の省力化

や生産性の向上に向け、スマート技術の導入や技術習得の円滑化を図る必要があります。 

 

⑩新規就農者の確保・育成に向け、農業大学校における農業教育、就農希望者への相談対応、就農計

画の策定や資金の借入れサポートなど、就農準備から経営開始・定着に至るまでの支援に取り組ん

でいます。また、雇用力のある農業法人などを育成するため設置している「みえ農業版ＭＢＡ養成

塾」において、農業ビジネス人材の育成に取り組んでいます。引き続き、新規就農者の確保・定着

に向けたきめ細かなサポートに取り組むほか、経営感覚に優れた人材の育成を図る必要があります。 

 

⑪兼業農家をはじめ、小規模な家族農業の収入確保に向け、米の生産安定と品質向上を図るため、ド

ローンを活用した肥料散布などスマート技術を活用した栽培実証に取り組んでいます。今後も、小

規模な家族農業が継続できるよう、スマート技術を活用し、省力化などを図る必要があります。 

 

⑫家族農業の継続に向け、農繁期等に労働力が不足する農家と地域に存在する兼業や副業を志向する

人材（ワンデイワーカー）とをマッチングする取組を進めています。今後も、家族農業における労

働力不足を補うための仕組みづくりを早急に進める必要があります。 
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⑬効率的かつ安定的な農業経営を実現するためには、担い手への農地集積・集約化等を通じた生産コ

ストの低減や高収益作物への転換等を促進することが重要なことから、引き続き、営農の高度化・

効率化に向けた生産基盤の整備を進めるとともに、農業水利施設の機能が安定的に発揮できるよう、

施設を適切に保全管理していく必要があります。 

 

⑭県産農産物等について、都市圏のホテル・レストランを対象としたプロモーションや県内量販店等

と連携した販売促進、食に関連するさまざまな事業者が連携した新たな商品開発の促進に取り組ん

でいます。また、市町や学校など多様な主体と連携し、幅広い年代を対象とした食育の取組を進め

ています。引き続き、さまざまな事業者と連携しながら、県産農産物等のブランド力や知名度の向

上を図るほか、県内外、さらには国外における販路の拡大に取り組むとともに、健全な食生活の実

現や県産農産物等の消費拡大につながるよう食育活動等を進める必要があります。 

 

 

令和５年度の取組方向 

①「三重の水田農業戦略 2020」等に基づき、引き続き、主食用米の生産調整を円滑に促進するため、

需要に応じた麦や大豆などの生産の安定化を図ります。また、県産米の販売促進に向け、県内の宿

泊事業者を通じ、それぞれの顧客に対しＰＲする取組を進めるとともに、「結びの神」や「伊賀米」

を中心に、首都圏や関西圏において販売促進活動に取り組みます。さらに、価格が高騰する小麦の

代替として、需要が増加傾向にある米粉用米の生産拡大を図ります。 

 

②柑橘について、引き続き、需要に対応した優良品種の導入や果実の日焼け防止に向けたマイクロス

プリンクラーなどスマート技術の現場実装に取り組むとともに、海外等における安定的な販路の構

築に取り組みます。また、令和５年に三重県で開催される全国カンキツ研究大会において、本県に

おける産地の取組を発信するとともに、柑橘生産者の交流を促進します。 

 

③茶について、「伊勢茶振興計画」に基づき、生産者の所得向上と伊勢茶の消費拡大を図るため、地域

ごとの実情に応じた課題解決のための産地構造改革プロジェクト活動や伊勢茶マイボトルキャンペ

ーンを推進するとともに、民間事業者による伊勢茶の新たな商品やサービスの開発・提供、海外に

おける販路の構築、伊勢茶に係る歴史・文化を活用した食育活動に取り組みます。 

 

 ④野菜について、引き続き、生産者の経営安定を図るため、野菜価格安定対策を進めるとともに、生

産拡大を図るため、生産施設の整備を促進します。 

 

⑤花き花木について、鉢花や観葉植物の効率的な物流体制の構築に向け、生産者や運送事業者と連携

し検討を継続するとともに、需要拡大に向け、小中学校等での「花育」活動、関東東海花の展覧会

への出品を通じた首都圏でのＰＲに取り組みます。 

 

⑥化学肥料の価格高騰や国が進める「みどりの食料システム戦略」に対応し、化学肥料の使用量を削

減し有機質肥料を円滑に利用できる地域体制の構築に取り組むほか、有機農業など環境にやさしい

持続的な営農活動の促進およびそれらを推進する人材の確保・育成に取り組みます。 
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⑦畜産経営の持続的発展に向け、飼料の価格高騰に対応するため、トウモロコシの生産・供給体制や

食品製造副産物をエコフィードとして利用する体制の構築など自給飼料を確保していく取組を進め

るとともに、生産性の向上に向けた畜産施設の整備を通じて、畜産事業者を核にさまざまな関係事

業者が連携する高収益型畜産連携体の育成を図ります。また、県産ブランド和牛を中心に、海外に

おけるサプライチェーンの構築に取り組みます。 

 

⑧豚熱や高病原性鳥インフルエンザなど家畜伝染病の発生とまん延の防止に向け、生産者における飼

養衛生管理基準の遵守・徹底を図るとともに、防疫対策の推進に取り組みます。また、豚熱の感染

源の一つである野生イノシシの豚熱検査や経口ワクチンの散布に取り組みます。 

 

⑨農業経営体の経営が将来にわたって継続していくよう、市町による地域計画の策定や大規模化に向

けた農地集積を促進するための地域推進体制の強化に取り組むとともに、農業法人による合併や第

三者への事業継承などを選択肢として経営体同士をマッチングするなど、農業経営の集約化に向け

た取組を進めます。また、農業の生産性と働く場としての魅力の向上を図るため、農業・畜産研究

所と農業改良普及センターを中心に産学官が連携しながら、スマート技術の現場実装に取り組みま

す。 

 

⑩新規就農者の確保・定着を図るため、職業選択から就農準備、経営開始、定着までの各ステージに

おいて、新規就農者それぞれに応じたきめ細かな支援に取り組むとともに、優れた農業ビジネス人

材の確保に向け、「みえ農業版ＭＢＡ養成塾」の効果的な運営と一層のＰＲに取り組みます。 

 

⑪小規模な家族農業の継続に向け、稲作収入の向上を図るため、ドローンによる効率施肥などスマー

ト技術を取り入れた高品質米の省力化・低コスト化栽培技術のモデル実証に取り組みます。 

 

⑫農繁期に労働力が不足する小規模な家族農業を支援するため、短時間労働が可能な人材と家族農業

をマッチングするワンデイワーク（短日・短時間労働の提供）の実証を進め、労働力確保の仕組み

づくりに取り組みます。 

 

⑬効率的かつ安定的な農業経営の実現に向け、スマート農業に適したほ場の大区画化や農業用水路の

パイプライン化など農業生産基盤の整備と農業水利施設の保全管理に計画的に取り組みます。 

 

⑭県産農産物等について、県内外および国外への販路を拡大するため、飲食業や宿泊業、卸売・小売

業に加え、交通関連事業者などさまざまな事業者と連携し、品目の特性や生産状況に応じた販売チ

ャンネルの拡大に取り組みます。また、消費者に向け、県産農産物等を活用した新たな価値を提供

するため、生産者、食品関連事業者が連携した商品開発等のプロジェクトを推進するとともに、直

売や加工といった生産者の６次産業化の取組を促進します。さらに、多様な主体と連携した食育活

動に取り組みます。 
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KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

農業産出等額 

 

（農産物および加工農産物の生産額

の合計（経営所得安定対策による交

付金等を含む）） 

 

 1,162 億円 

（３年） 

1,171 億円 

（４年） 

1,198 億円 

（７年） 

1,153 億円 

（２年） 
－ － － 

認定農業者のうち、年間所得が 500

万円以上の経営体の割合 

 

（認定農業者のうち、年間所得が他

産業従事者の平均所得以上を確保し

ている経営体の割合） 

 

 35％ 

（４年度） 

37％ 

（５年度） 

42％ 

（８年度） 

30.2% 

（３年度） 
－ － － 

基盤整備を契機とした農地の担い手

への集積率 

 

（パイプライン化などの高度な生産

基盤の整備を実施した地区における

担い手への農地集積率） 

 

 51.7% 

（４年度） 

55.2% 

（５年度） 

65.7% 

（８年度） 

48.3% 

（３年度） 
－ － － 

県産農畜産物の新たな取引件数（累

計） 

 

（販路拡大により、国内外の食の 

関連事業者に新たに採用された 

県産農畜産物の件数） 

 

 40 件 

（４年度） 

55 件 

（５年度） 

100 件 

（８年度） 

26 件 

（３年度） 
－ － － 

 

主な事業 

①三重の水田農業構造改革総合対策事業 

（第６款 農林水産業費 第１項 農業費 ６ 農作物対策費） 

予算額：(R4) ２５２，２５８千円 → (R5) ４３０，２０２千円 

事業概要：新たなマーケットに対応した米・麦・大豆等の生産拡大や販売促進を進めるとともに、

国の経営所得安定対策を活用した米の生産調整の推進や優良種子の安定供給などに取

り組みます。  

 

②アンバサダーマーケティングによる県産米消費拡大推進事業 

（第６款 農林水産業費 第１項 農業費 ６ 農作物対策費） 

予算額：(R4) ５，２００千円 → (R5) ３，９８０千円 

事業概要：県産米の消費拡大に向け、県産米を積極的に活用していただいている県内の宿泊事業

者等を通じ、県内外の顧客に対して県産米をＰＲするため、「アンバサダーマーケテ

ィング」の手法を活用した取組を実施します。また、県内外の量販店等における消費

者へのＰＲなどを通じて、県産米の販売拡大を図ります。  
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③（新）三重の水田農業を守る米粉生産拡大推進事業 

（第６款 農林水産業費 第１項 農業費 ６ 農作物対策費） 

予算額：(R4) － 千円 → (R5) ２，５００千円 

事業概要：主食用米の生産調整の拡大や小麦の価格高騰に対応し、中山間地域など米以外の作物

への作付転換が困難な水田が多い地域を中心に、本県の気象条件などに適した米粉用

米の生産拡大に向けた実証ほを設置するとともに、加工適性の評価に取り組みます。 

 

④園芸特産物生産振興対策事業 

（第６款 農林水産業費 第１項 農業費 ６ 農作物対策費） 

予算額：(R4) ４３２，１３１千円 → (R5) ３１２，４２５千円 

事業概要：園芸品目の生産振興に向け、生産施設等の整備や野菜の価格安定対策、県内外におけ

る花き花木などの消費拡大、国の「みどりの食料システム戦略」に対応した持続可能

な農業生産につながる取組を推進します。また、三重県で開催する「全国カンキツ研

究大会」において、生産者の交流促進を図るとともに、本県産地における取組を発信

します。 

 

⑤伊勢茶を愛する県民運動展開事業 

（第６款 農林水産業費 第１項 農業費 ６ 農作物対策費） 

予算額：(R4) ８，０００千円 → (R5) ６，４００千円 

事業概要：伊勢茶産地の振興に向け、地域課題解決のための産地構造改革プロジェクトを推進す

るとともに、県内外において伊勢茶の消費拡大を図るため、宿泊事業者や茶業関係者

と連携した、伊勢茶に係る歴史・文化の展示や体験企画の実施、民間事業者による伊

勢茶を活用した多様な商品やサービスの開発促進に取り組みます。  

 

⑥農業環境価値創出事業 

（第６款 農林水産業費 第１項 農業費 １２ 農業経営対策費） 

予算額：(R4) ２１，８６２千円 → (R5) ２６，７８７千円 

事業概要：有機農業やＩＰＭ（総合的病害虫・雑草管理）、堆肥など有機物の農地への施用といっ

た、地球温暖化の防止や生物多様性の保全に効果の高い営農活動を促進します。 

 

⑦高収益型畜産連携体育成事業 

（第６款 農林水産業費 第２項 畜産業費 １ 畜産振興費） 

予算額：(R4) ４８７，０９５千円 → (R5) ６４０，０９５千円 

事業概要：畜産業の持続的発展に向け、生産性向上のための畜産施設等の整備を促進することに

より、高収益型畜産連携体の育成を図ります。 

 

⑧（新）飼料の自給体制構築事業 

（第６款 農林水産業費 第２項 畜産業費 １ 畜産振興費） 

予算額：(R4) － 千円 → (R5) ６，７７５千円 

事業概要：価格高騰や調達困難が懸念されている飼料を将来にわたって安定的に確保していくた

め、耕種農家による子実用トウモロコシの供給や食品メーカーから出る食品製造副産

物をエコフィードとして利用する取組を進めることで、飼料の自給体制の構築を図りま

す。 
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⑨（新）有機質肥料の自給体制構築事業 

（第６款 農林水産業費 第２項 畜産業費 １ 畜産振興費） 

予算額：(R4) － 千円 → (R5) ５，０００千円 

事業概要：価格高騰や入手困難が懸念されている化学肥料から、県内畜産農家等が供給する堆肥

を原料とする有機質肥料へと使用の転換を進めるため、有機質肥料の製造機械やほ場

への散布機械の導入を促進するとともに、有機質肥料を使った栽培実証に取り組みま

す。 

 

⑩（新）県産ブランド和牛の輸出サプライチェーン構築支援事業 

（第６款 農林水産業費 第２項 畜産業費 １ 畜産振興費） 

予算額：(R4) － 千円 → (R5) １０，１８０千円 

事業概要：輸出拡大による県内畜産業の収益確保と経営継続を図るため、輸出候補国で開催され

る食品見本市や展示会への出展、県内事業者と現地事業者とのＢtoＢマッチングの機

会創出により、新たなサプライチェーンの構築につなげます。 

 

⑪家畜衛生危機管理体制維持事業 

（第６款 農林水産業費 第２項 畜産業費 ２ 家畜保健衛生費） 

予算額：(R4) ２４２，４４９千円 → (R5) １５６，３４０千円 

事業概要：家畜保健衛生所の設備・備品の更新やメンテナンス等を行うとともに、野生イノシシ

の調査捕獲に取り組みます。  

 

⑫家畜衛生防疫事業 

（第６款 農林水産業費 第２項 畜産業費 ２ 家畜保健衛生費） 

予算額：(R4) ６２６，１１２千円 → (R5) ５７２，９０７千円 

   事業概要：農場への定期巡回や立入検査等による監視指導を強化するとともに、引き続き、飼養

豚に対する豚熱ワクチンの接種や野生イノシシの豚熱検査による感染状況の確認に取

り組みます。 

 

⑬（新）農業経営集約化促進事業 

（第６款 農林水産業費 第１項 農業費 １３ 農林漁業経営体育成費） 

予算額：(R4) － 千円 → (R5) ５，０９８千円 

事業概要：地域の農業の持続的な発展に向け、組織的な農業法人を確保・育成していくため、家

族労働による個人農家や 1 戸で構成される農業法人、オペレーターが高齢化している

集落営農組織を中心に、合併や統合、組織的な農業法人や異業種企業などへの事業承

継を進めることで、農業経営の集約化を図ります。 

 

⑭農業経営近代化資金融通事業 

（第６款 農林水産業費 第１項 農業費 ７ 農水金融対策費） 

予算額：(R4) ７７，９８１千円 → (R5) ９３，９５９千円 

事業概要：農業者が経営改善を図るために必要な資金の調達を支援します。特に、コロナ禍に

おいて資材等の価格高騰により、影響を受けた農業者の経営継続を別途融資枠を設

けて支援します。  
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⑮三重の農業若き匠の里プロジェクト総合対策事業 

（第６款 農林水産業費 第１項 農業費 ５ 農林漁業担い手対策費） 

予算額：(R4) ６，８０１千円 → (R5) ４，１８７千円 

事業概要：県農業大学校に設置した「みえ農業版ＭＢＡ養成塾」において、雇用型インターンシ

ップと合わせ、経営学やフードマネジメントなどの講座を組み合わせた質の高い研修

プログラムのもと、若き農業ビジネス人材の育成に取り組みます。 

 

⑯家族農業プロジェクト生産技術向上推進事業 

（第６款 農林水産業費 第１項 農業費 ４ 農業振興費） 

予算額：(R4) ２，６４５千円 → (R5) １，９９３千円 

事業概要：家族農業の収益確保に向け、米の生産安定と品質向上および作業の省力化を図るため、

ドローンなどのスマート技術を取り入れた栽培実証と効果的な技術の普及に取り組み

ます。  

 

⑰農業におけるワンデイワーク等多様な人材活用推進事業 

（第６款 農林水産業費 第１項 農業費 ４ 農業振興費） 

予算額：(R4) ２，６６２千円 → (R5) ２，０３０千円 

事業概要：小規模な家族農業における農繁期を中心とした労働力不足に対応するため、副業など

短時間労働を志向する人材を求人アプリ等で募集し活用を図るワンデイワーク（短

日・短時間労働の提供）の実証を進め、労働力確保の仕組みづくりにつなげます。 

 

⑱高度水利機能確保基盤整備事業 

（第６款 農林水産業費 第３項 農地費 ２ 土地改良費） 

予算額：(R4) １，２３０，８６２千円 → (R5) ３，０９７，５６６千円 

（参考：（R4）２，５９０，４６２千円 ※令和３年度１月補正含みベース） 

事業概要：農地を集積し大規模経営に取り組んでいる農業経営体の効率的な営農の実現に向け、

ほ場の大区画化や用水路のパイプライン化などの農業生産基盤の整備に計画的に取

り組みます。 

 

⑲（一部新）大阪・関西万博を見据えた農林水産物販売チャンネル拡大推進事業 

（第６款 農林水産業費 第１項 農業費 ２ 農林水産振興費） 

予算額：(R4) ３，３３４千円 → (R5) １０，９１４千円 

事業概要：三重県が誇る農畜産物等を生かして、関西圏等のホテル・飲食店等へのプロモーショ

ンや三重県フェアの開催、県内のホテル・飲食店等と連携したメニューの提供などに

取り組み、大阪・関西万博を見据えた県産農畜産物等のさらなる魅力発信と、新たな

販売チャンネルの拡大を図ります。 

 

⑳（新）みえの伝統農産物等の魅力発信・地域交流促進事業 

（第６款 農林水産業費 第１項 農業費 ２ 農林水産振興費） 

予算額：(R4) － 千円 → (R5) １０，０００千円 

事業概要：「みえの伝統野菜」等の県産農産物等を生かして、レシピコンテストや県内飲食店と連

携したフェアを開催することで魅力発信や需要喚起を行うとともに、産地見学等のイ

ベントを実施することで消費者と生産者との交流を促進します。 
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㉑戦略的ブランド化推進事業 

（第６款 農林水産業費 第１項 農業費 ２ 農林水産振興費） 

予算額：(R4) １０，８１８千円 → (R5) ２，３２９千円 

事業概要：県産農畜産物等のブランド力向上と三重県のイメージアップを図るため、特に優れた

県産品およびその生産者を「三重ブランド」として認定して情報発信するほか、専門

家の派遣や研修会の開催により、ブランド化をめざす事業者を支援します。 

 

㉒みえフードイノベーション総合推進事業 

（第６款 農林水産業費 第１項 農業費 ４ 農業振興費） 

予算額：(R4) ４２，８４１千円 → (R5) ５８，４９２千円 

事業概要：県産農畜産物等の価値向上と販路の拡大に向け、新たな商品やサービスの開発を促進

するため、生産者や食品関連事業者、大学などのさまざまな主体が参画し連携する「み

えフードイノベーション・ネットワーク」におけるプロジェクト活動を進めます。ま

た、６次産業化に取り組む事業者が抱える課題を解決するため、三重県農山漁村発イ

ノベーションサポートセンターと連携し、きめ細かな支援に取り組みます。 

 

㉓食で生みだす絆づくり・輪づくり推進事業 

（第６款 農林水産業費 第１項 農業費 ２ 農林水産振興費） 

予算額：(R4)  ３，０４１千円 → (R5) ６，４４５千円 

事業概要：地元の農業や農畜産物等が持つ価値を県民の皆さんに提供するため、「第４次三重県

食育推進計画」に基づき、市町や学校など多様な主体と連携し、食育や地産地消に関

する情報発信や県産農畜産物等を活用した給食用加工品の検討・開発に取り組みます。 
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施策６－２  

 

 

 

【主担当部局：農林水産部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

公益的機能を重視した環境林においては、森林環境譲与税等を活用した公的な主体による適正な森

林管理が実行されています。また、持続的な木材生産のための生産林においては、カーボンニュート

ラルにつながる「植え、育て、収穫し、また植える」という緑の循環のため、生産性向上や林業人材

の確保・育成が進んでいます。さらに、県民の目にふれやすい公共施設の木造化を進めるとともに、

住宅、身のまわりの生活用品など、さまざまな場面において県産材の利用を進めるため、県民の皆さ

んが県産材の良さや木材利用の意義を理解しています。 

（課題の概要） 

林業および森林づくりにおいて、森林資源の大半が利用期を迎える一方で、木材需要や林業従事者

の減少により、適正な管理が行われない森林が増加することで、森林の有する公益的機能の低下が懸

念されています。 

 

現状と課題 

①管理不足の森林の増加によって、水源のかん養や国土の保全、地球温暖化防止等の森林の有する公

益的機能が十分に発揮されないことが懸念されるとともに、地球環境の変化により自然災害の発生

リスクが高まっています。こうした中、森林環境譲与税等を活用した森林整備を促進するとともに、

災害に強い森林づくりに向けた取組を進めているところであり、引き続き、これらの取組を着実に

進めていく必要があります。 

 

②令和４年８月に「Ｊ－クレジット制度」が改正され、森林由来のクレジット創出に必要な要件が緩

和されました。こうした中、カーボンニュートラルの実現に貢献する森林整備を促進するため、Ｊ

－クレジット制度の有効活用に取り組んでいく必要があります。 

 

③林業の働く場としての魅力や生産性の向上に向けて、スマート技術の現場実装等に取り組んでいま

す。引き続き、労働災害発生率の軽減や生産性の向上を図るため、林業のスマート化を推進すると

ともに、林業・木材産業の競争力強化に向けて、木材の生産基盤の整備を進めていく必要があります。  

 

④県内の森林資源の大半が本格的な利用期を迎えている一方で、住宅着工戸数が伸び悩んでいます。

こうした中、住宅等の建築物だけでなく、日常生活や事業活動の幅広い場面で県産材の利用を促進

していく必要があります。 

 

⑤開講から４年目を迎えた「みえ森林・林業アカデミー」において人材育成を進めています。ＳＤＧ

ｓやカーボンニュートラルへの貢献など、森林・林業への関心が高まる中、引き続き、森林・林業

の振興や地域の活性化につなげるため、社会情勢の変化やニーズに対応し、新たな視点や多様な経

営感覚を備えた、次代を担う林業人材を確保・育成していく必要があります。 

 

 

林業の振興と森林づくり 
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⑥森林や木材が暮らしや経済に当たり前に取り入れられている社会づくりに向けて、「みえ森林教育

ビジョン」に基づく取組を進めています。引き続き、森林教育の裾野の拡大や子どもから大人まで

一貫した教育体系の構築に取り組み、森林づくりや木づかいを支える人材を育成していく必要があ

ります。 

 

令和５年度の取組方向 

①森林環境譲与税等を活用した森林整備がこれまで以上に進むよう、「みえ森林経営管理支援センタ

ー」を通じた市町の業務推進への支援や、少花粉スギおよびスギ・ヒノキ特定母樹の種子の生産体

制の強化等に取り組みます。また、災害に強い森林づくりに向けて、「みえ森と緑の県民税」を活

用して、流木となるおそれのある渓流沿いの樹木の伐採・搬出やライフライン沿いの危険木の事前

伐採を進めます。 

 

②カーボンニュートラルの実現に貢献する森林整備を促進するため、Ｊ－クレジットの申請に必要と

なる森林情報基盤の整備や、林業ＤＸを活用した県行造林でのモデル的な認証取得の取組を進める

とともに、Ｊ－クレジット制度の利用拡大を図るための普及啓発に取り組みます。 

 

③林業の働く場としての魅力や生産性の向上を図るため、産学官が連携してスマート技術の現場実装

に取り組みます。また、林業・木材産業の競争力強化に向けて、効率的な木材生産活動のための林

道の整備や林業研究所における研究開発、需要者ニーズに対応できる木材加工流通施設等の整備へ

の支援を進めます。 

 

④「みえ木材利用方針」に基づき、建築物や日常生活・事業活動など、幅広い場面における木材利用

を推進するため、県産材を目に見える形で活用した魅力的な建築物のコンクールや日常生活におい

て使用する県産木製品のコンテストの実施など情報発信に取り組みます。 

 

⑤新規就業者の確保に向けて、首都圏での林業就業セミナーや県内における林業体験ツアー、高校生

を対象とした林業経営体との就業相談会の開催等に取り組むとともに、「みえ森林・林業アカデミ

ー」を中心に適正な森林管理や林業・木材産業の競争力強化に資する高いスキルを持った人材を育

成する体系的な研修を提供し、就業希望者から既就業者までの一貫した人材の確保・育成に取り組

みます。 

 

⑥森林づくりや木づかいを支える人材の育成に向けて、「みえ森林教育ビジョン」に基づき、小学生

向けの森林教育プログラムの作成や自然環境キャンプの指導者養成講座の開催等に取り組みます。

また、森林教育等の活動の相談窓口となる「みえ森づくりサポートセンター」を運営し、学校や地

域での活動の支援に取り組みます。 
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KPI（重要業績評価指標） 
令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

公益的機能増進森林整備面積（累計） 

（森林の公益的機能を高めることを

目的として、県や市町など公的な主

体が実施した間伐等の面積） 

7,700ha 

（４年度） 

10,900ha 

（５年度） 

22,540ha 

（８年度） 

5,258ha 

（３年度） 
－ － － 

県産材素材生産量 

（県内で生産される木材の供給量） 

410 千㎥

（４年度） 

415 千㎥

（５年度） 

424 千㎥ 

（８年度） 

398 千㎥ 

（３年度） 
－ － － 

公共施設の木造化率 

（県が整備する低層の公共建築物

（危険物貯蔵など施設の目的、機能

等から木造化が困難な施設は除く）

の木造化率） 

100％ 

（４年度） 

100％ 

（５年度） 

100％ 

（８年度） 

－ － － － 

木づかい宣言事業者数（累計） 

（三重県木づかい宣言事業者登録制

度に基づき登録を行う事業者の数） 

32 者 

（４年度） 

40 者 

（５年度） 

64 者 

（８年度） 

30 者 

（３年度） 
－ － － 

主な事業 

①新たな森林経営管理体制支援事業

（第６款 農林水産業費 第４項 林業費 ９ 森林総務費） 

予算額：(R4) ４７，０２２千円 → (R5) ５３，５１０千円

事業概要：森林環境譲与税等を活用した森林整備がこれまで以上に進むよう、「みえ森林経営管

理支援センター」を通じた市町の業務推進への支援や、少花粉スギおよびスギ・ヒノ

キ特定母樹の種子の生産体制の強化等に取り組みます。

②造林事業

（第６款 農林水産業費 第４項 林業費 ５ 造林費） 

予算額：(R4) ４１６，０７４千円 → (R5) ４２２，５９０千円 

事業概要：森林の有する多面的機能の維持・増進や持続的林業生産活動の推進、およびカーボン

ニュートラルの実現に貢献するため、搬出間伐や主伐後の再造林などの森林整備、獣

害防護柵、森林作業道の整備等を支援します。 

③みえ森と緑の県民税市町交付金事業

（第６款 農林水産業費 第４項 林業費 ８ 緑化対策費） 

予算額：(R4) ６２９，５７０千円 → (R5) ５９０，４５２千円 

事業概要：「みえ森と緑の県民税」を活用し、市町が創意工夫した森林づくりの施策を展開する

とともに、面的な森林整備や植栽地の獣害防止等の流域の防災機能を強化する対策、

ライフライン沿いの危険木を事前伐採する対策に、県と市町が連携して取り組めるよ

う交付金を交付します。 
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④災害に強い森林づくり推進事業 

（第６款 農林水産業費 第４項 林業費 ５ 造林費） 

予算額：(R4) ３８０，０００千円 → (R5) ３５９，５４８千円 

事業概要：｢みえ森と緑の県民税｣を活用し、「災害に強い森林づくり」を進めるため、流木とな

るおそれのある渓流沿いの樹木の伐採・搬出や、渓流内に堆積した土砂や流木の除去

を行います。 

 

⑤（新）カーボンニュートラルの実現に向けた林業ＤＸ展開事業 

（第６款 農林水産業費 第４項 林業費 ９ 森林総務費） 

予算額：(R4) － 千円 → (R5) ２２，７００千円 

事業概要：Ｊ－クレジットの申請に必要となる森林情報基盤の整備や、林業ＤＸを活用した県行

造林でのモデル的な認証取得の取組を進めるとともに、Ｊ－クレジット制度の利用拡

大を図るための普及啓発に取り組みます。 

 

⑥森林情報基盤整備事業 

（第６款 農林水産業費 第４項 林業費 ９ 森林総務費） 

予算額：(R4) １５３，２２５千円 → (R5) １６０，１１８千円 

事業概要：災害に強い森林づくりを効果的に進めるため、航空レーザ測量を実施して森林資源等

の詳細な情報を取得し、客観的な評価に基づく整備が必要な森林の把握等を行います。 

 

⑦ＬＰＷＡＮ等を活用したスマート林業推進事業 

（第６款 農林水産業費 第４項 林業費 ９ 森林総務費） 

予算額：(R4) ９，７６３千円 → (R5) ７，８１０千円 

事業概要：低消費電力かつ長距離通信技術であるＬＰＷＡＮ通信を活用した労働安全性の向上や、

スマート技術を活用した生産性向上の取組成果の検証と普及を行うとともに、スマー

ト林業の導入に取り組む事業者を支援します。 

 

⑧林道事業 

（第６款 農林水産業費 第４項 林業費 ６ 林道費） 

予算額：(R4) ８３２,１８０千円 →  (R5) ９４１，９３０千円 

（参考：(R4)１，０００，１８０千円 ※令和３年度１月補正含みベース） 

事業概要：木材の生産や搬出に必要な林道および災害時に市町道等の代替路となる林道を開設す

るとともに、輸送力の向上と通行の安全の確保等を図るため、既設林道の改良等を実

施します。 

 

⑨（一部新）「もっと県産材を使おう」推進事業 

（第６款 農林水産業費 第４項 林業費 ２ 林業振興指導費） 

予算額：(R4) １０，９６４千円 → (R5) ３３，１５９千円 

事業概要：県産材の利用拡大を図るため、「三重の木」等県産材の情報発信や首都圏等都市部での

ＰＲ活動のほか、木造非住宅建築物の設計支援、県産材を活用した建築物のコンクー

ル等に取り組みます。  
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⑩豊かな暮らしを創る身近な「三重の木づかい」推進事業 

（第６款 農林水産業費 第４項 林業費 ２ 林業振興指導費） 

予算額：(R4) ９，９１６千円 → (R5) ７，９１９千円 

事業概要：「みえ木材利用方針」に基づき、さまざまな形で暮らしの中に木を取り入れていくた

め、日常生活において使用する県産木製品のコンテストや、木製品を題材にした森林

の循環利用とＳＤＧｓとの関係を学ぶツアーの開催等に取り組みます。 

 

⑪（一部新）林業担い手総合対策事業 

（第６款 農林水産業費 第４項 林業費 １ 林業総務費） 

予算額：(R4) ３，４２２千円 → (R5) ８，６５８千円 

事業概要：林業への新規就業者を確保するため、首都圏等での就業相談会やセミナーの開催、高

校生を対象とした職場体験研修や就業相談会等を開催します。また、林業の労働安全

性を高めるための指導員の養成や巡回指導を支援します。 

 

⑫みえ森林・林業アカデミー運営事業 

（第６款 農林水産業費 第４項 林業費 １ 林業総務費） 

予算額：(R4) ４２，７９８千円 → (R5) ４４，９４１千円 

事業概要：「みえ森林・林業アカデミー」において、主に既就業者を対象とした基本コース、市

町職員向け講座を実施するとともに、中大規模の木造建築物の設計講座など、専門的、

実践的な知識や技術を学べる選択講座を運営することで、次代を担う林業の人材育成

を行います。 

 

⑬森を育む人づくりサポート体制整備事業 

（第６款 農林水産業費 第４項 林業費 ８ 緑化対策費） 

予算額：(R4) ７６，３６９千円 → (R5) ７６，９００千円 

事業概要：子どもから大人まで一貫した森林教育を進めるため、各年代・対象に応じた講座や森

林教育シンポジウムの開催、小学生向け森林教育プログラムの作成等に取り組みます。

また、学校や地域で実施される森林教育や森づくり活動にかかる相談窓口となる「み

え森づくりサポートセンター」を運営し、指導者の育成を行うほか、既存施設を活用

した森林教育の場づくりに取り組みます。 
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施策６－３  

 

 

 

【主担当部局：農林水産部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

県産水産物の安定供給につなげるため、気候変動に対応した養殖品種の改良や管理技術の開発、科

学的知見に基づいた水産資源の適切な管理、新規就業者の定着が進んでいます。また、漁村の活力が

高まり、持続的な水産業が行われるよう、漁港施設の耐震・耐津波対策をはじめとする生産基盤の整

備が進んでいます。加えて、県産水産物について、消費者に魅力が発信されるよう、国内外における

取扱い先が拡大しています。 

（課題の概要） 

漁業従事者の減少や高齢化に加え、気候変動による海洋環境の変化や水産資源の低迷など、厳しい

状況が続いていることから、水産物の供給量の減少が懸念されています。 

 

現状と課題 

①本県の海面養殖業は、高水温化や餌不足などの海洋環境の変化により、収獲量が減少し、事業継続

が厳しくなっていることから、高水温に耐性がある品種や養殖管理技術の開発等に取り組んでいま

す。引き続き、海洋環境の変化に適応した養殖業の確立に向け、技術開発等を進める必要があります。  

 

②伊勢湾では、水質の改善が図られる一方で、黒ノリの生育に必要な栄養塩類不足による色落ち被害

や、アサリをはじめとする水産資源の減少が深刻になっています。このため、きれいで豊かな伊勢

湾の再生に向け、流域下水処理場の栄養塩類管理運転の効果調査や、色落ちしにくい黒ノリ品種の

開発、干潟・浅場の造成等に取り組んでいます。引き続き、これらの取組を進めるとともに、特に、

被害が大きい黒ノリの色落ち対策を強化する必要があります。 

 

③海女漁業の主な漁獲物であるアワビをはじめ、多くの沿岸水産資源の漁獲量が減少していることか

ら、科学的知見をふまえた資源評価に基づく漁業者による適切な資源管理の促進や、重要魚種の種

苗生産と放流等に取り組んでいます。引き続き、水産資源の維持および増大に向け、資源評価対象

種の拡大や効果的な種苗放流に取り組む必要があります。 

 

④燃油・漁業用資材・養殖用配合飼料の価格高騰や漁業生産量の減少の影響を受けた漁業者に対し、

経営支援や漁業コストの低減に向けた支援に取り組んでいます。引き続き、燃油の高騰などの影響

を受けた漁業経営の維持やスマート技術の活用による生産性の向上に取り組む必要があります。 

 

⑤新たな担い手の確保・育成に向け、就業相談や漁師塾への支援等に取り組むとともに、本年度から、

本県の漁業等についてオンラインで学べる「みえ漁師 Seeds」を運営しています。引き続き、担い

手の円滑な確保・育成のため、取組を充実させていく必要があります。 

 

⑥南海トラフ地震発生の緊迫度が増すとともに、大型化する台風や豪雨による自然災害が頻発・激甚

化する中、多くの漁港施設の老朽化が進んでいることから、防災・減災に向けた施設の機能強化を

進めています。引き続き、防災・減災に向けた取組を計画的に進めていく必要があります。 

水産業の振興 
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⑦水産生物の生息場や水質浄化機能など、重要な役割を担っている藻場の減少が進んでいることから、

その要因の把握や、食害防止対策の検討、沿岸域での藻場造成等に取り組むとともに、漁業者を中

心とした活動組織が行う藻場の保全活動を支援しています。引き続き、関係機関と連携しながら、

藻場の再生に取り組む必要があります。 

 

⑧県民にとって重要なレクリエーションの場である内水面地域の活性化を図るため、内水面漁業協同

組合等が行う、稚アユ放流や、カワウの食害対策、集客イベント、子どもへの河川環境教育等の取

組を支援しています。引き続き、水産資源の増殖や遊漁者確保の取組等への支援を通じて、内水面

地域の活性化を図る必要があります。 

 

⑨水産資源の減少や魚価の低迷、漁業コストの増加による収益の悪化から、漁業経営が厳しくなって

います。県産水産物のサプライチェーンの構築や付加価値を高めることにより、魚価の向上を図り、

漁業者の収入確保につなげる必要があります。 

 

令和５年度の取組方向 

①海洋環境の変化に適応した養殖業を確立するため、真珠養殖では官民が連携してアコヤガイの高水

温耐性種苗の生産、カキ養殖では高水温化に適応する養殖技術の開発、魚類養殖では免疫機能を高

める新たな飼料の開発、藻類養殖では青ノリの天然の種を確実に網に付ける技術の開発に取り組み

ます。 

 

②きれいで豊かな伊勢湾の再生に向け、栄養塩類管理運転の効果調査や、水産生物の生息場となる干

潟・浅場の造成等に取り組みます。加えて、黒ノリの色落ち被害や養殖初期の生育不良への対策と

して、養殖漁場等における施肥による色調向上や生育促進に取り組みます。 

 

③水産資源の維持および増大に向けて、本県の重要な沿岸水産資源 10 種（新規３種、再評価７種）の

資源評価や、資源が低迷しているアサリの種苗生産および大規模中間育成試験等に取り組みます。 

 

④漁業者が借り入れる制度資金に対する利子補給等の経営支援に取り組むとともに、水産業の生産性

向上に向け、水産研究所と普及組織を中心に、産学官が連携し、スマート技術の現場実装に取り組

みます。 

 

⑤新規就業者の確保・育成を図るため、引き続き、就業相談や漁師塾への支援等に取り組むとともに、

「みえ漁師 Seeds」のカリキュラム充実や積極的な周知に取り組みます。 

 

⑥災害に強い水産基盤の整備に向け、漁港施設の地震や津波、高潮への対策および施設の老朽化対策

を計画的に進めます。 

 

⑦本県沿岸で減少している藻場の再生に向け、モニタリング調査による減少要因の把握や食害防止対

策、藻場造成等に取り組むとともに、漁業者を中心とした活動組織が行う藻場の保全活動を支援し

ます。 
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⑧水産物の供給や多面的機能の発揮などの役割を果たしている内水面地域の活性化に向け、引き続き、

内水面漁業協同組合等が行う、稚アユ放流などの資源増殖の取組、遊漁者へのプロモーション活動

や、子どもへの河川環境教育や河川に親しむ機会の提供などの遊漁者確保の取組を支援します。 

 

⑨県産水産物の消費拡大に向けたサプライチェーンの構築と恒常的な販路の確保を図るため、大都市

圏での定期的な水産物フェアの開催や県産水産物の魅力発信のための支援に取り組むとともに、県

内水産事業者の輸出支援に取り組みます。 

 

KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

海面養殖業産出額 

 

（本県の海面で養殖された魚類、貝

類、藻類等の産出額） 

 16,200 

百万円 

（３年） 

17,539 

百万円 

（４年） 

21,558 

百万円 

（７年） 

14,860 

百万円 

（２年） 

－ － － 

資源評価対象魚種の漁獲量 

 

（資源評価に基づき適切な管理を行

う 20 魚種の漁獲量） 

 2,682ｔ 

（３年） 

2,768ｔ 

（４年） 

3,026ｔ 

（７年） 

2,596ｔ 

（２年） 
－ － － 

新規漁業就業者数 

 

（45 歳未満の新規漁業就業者数） 

 48 人 

（４年度） 

50 人 

（５年度） 

56 人 

（８年度） 

40 人 

（３年度） 
－ － － 

耐震・耐津波対策を実施した拠点漁

港の施設整備延長（累計） 

 

（県管理の生産・流通拠点漁港にお

ける耐震・耐津波対策を実施した施

設の整備延長） 

 

 670ｍ 

（４年度） 

720ｍ 

（５年度） 

870ｍ 

（８年度） 

620m 

（３年度） 
－ － － 

新たな水産物の輸出取引件数（累計） 

 

（県農林水産物・食品輸出促進協議

会水産部会員による新たな輸出取引

件数） 

 

 23 件 

（４年度） 

26 件 

（５年度） 

35 件 

（８年度） 

20 件 

（３年度） 
－ － － 
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主な事業 

①気候変動に適応する強靱な新養殖事業 

（第６款 農林水産業費 第５項 水産業費 １ 水産業振興費） 

予算額：(R4) １６，０００千円 → (R5) １２，２９９千円 

事業概要：気候変動に伴う高水温化に対応した養殖品種や養殖管理技術を開発することで、安定

的な水産物の生産・供給を可能にし、効率的かつ持続的に発展できる強靱な養殖業を

実現します。 

 

  ②（新）真珠産業における生産から販売までオール三重体制強化事業 

（第６款 農林水産業費 第５項 水産業費 １ 水産業振興費） 

予算額：(R4) － 千円 → (R5) ２，５００千円 

事業概要：県産真珠の生産量の増大に向け、生存率の向上やへい死のリスク分散が期待できるア

コヤガイ稚貝の秋季の供給を行います。また、需要拡大を図るため、県内外のイベン

トを通じた本県のサステナブルな真珠養殖の魅力発信を行います。 

   

③（新）新魚種導入による魚類養殖の生産性向上事業 

（第６款 農林水産業費 第５項 水産業費 １ 水産業振興費） 

予算額：(R4) － 千円 → (R5) ５，１９５千円 

事業概要：魚類養殖の経営改善や新たなブランド魚の創出による地域活性化に向け、養殖期間が

短く、付加価値が高いマサバの養殖技術の開発に取り組みます。 

 

④漁場生産力向上対策事業 

（第６款 農林水産業費 第５項 水産業費 １ 水産業振興費） 

予算額：(R4) ２３，１９５千円 → (R5) ２８，７９５千円 

事業概要：伊勢湾における漁業生産力の強化に向け、流域下水処理場で行う栄養塩類管理運転の

効果把握調査を実施するとともに、伊勢湾の持続的な生物生産に必要な対応策を検討

します。 

 

⑤伊勢湾アサリ漁業環境基盤整備事業 

（第６款 農林水産業費 第５項 水産業費 ６ 水産基盤整備費） 

予算額：(R4) ２１，０００千円 → (R5) ５９，８５０千円 

事業概要：伊勢湾におけるアサリ漁業等の漁業生産力および浅海域における水質浄化機能の回復

を図るため、干潟・浅場の造成に取り組みます。 

 

⑥（新）黒ノリ養殖史上最大の危機を克服する色落ち緊急対策事業 

（第６款 農林水産業費 第５項 水産業費 １ 水産業振興費） 

予算額：(R4) － 千円 → (R5) １０，０６３千円 

事業概要：伊勢湾の基幹産業である黒ノリ養殖において、栄養塩類不足による色落ち被害が深刻

化していることから、施肥による色調改善や生育促進に取り組みます。 
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⑦資源評価調査事業 

（第６款 農林水産業費 第５項 水産業費 １０ 水産業試験研究費） 

予算額：(R4) ３３，２０１千円 → (R5) ３９，４９８千円 

事業概要：日本周辺および本県沿岸における重要水産資源の資源評価や資源動向の予測、最適な

資源管理手法の検討のため、国や関係都道府県と連携して、海洋環境や漁獲実態等の

調査を行います。 

 

⑧イカナゴ等重要資源調査・種苗生産事業 

（第６款 農林水産業費 第５項 水産業費 ５ 資源管理費） 

予算額：(R4) ７，３１０千円 → (R5) ５，０００千円 

事業概要：漁獲量が低迷している伊勢湾のイカナゴの資源回復に向け、資源減少の原因究明の調

査および他海域の親イカナゴを用いた採卵技術の開発と種苗生産試験を実施します。

また、イカナゴ以外の重要水産資源の資源評価と、その結果を基にした資源管理のブ

ラッシュアップに取り組みます。 

 

⑨アサリ等二枚貝類資源の回復対策事業 

（第６款 農林水産業費 第５項 水産業費 ５ 資源管理費） 

予算額：(R4) ６，６００千円 → (R5) ２０，６７６千円 

事業概要：資源の低迷が続いているアサリ等の資源回復に向け、アサリの人工種苗生産と中間育

成試験を行うとともに、漁業者による資源増加を目的とした活動を支援します。また、

ハマグリの種苗生産に必要な施設の整備を行います。 

 

⑩漁業近代化資金融通事業 

（第６款 農林水産業費 第５項 水産業費 １１ 水産業経営対策費） 

予算額：(R4) ７９，３１９千円 → (R5) ７５，９１８千円 

事業概要：漁業者の経営改善を図るため、設備・運転資金等の借入れに対する融資への利子補給

措置等を講じます。 

 

⑪（新）水産業スマート化推進事業 

（第６款 農林水産業費 第５項 水産業費 １ 水産業振興費） 

予算額：(R4) － 千円 → (R5) ５６６千円 

事業概要：漁業者、水産関係団体、大学、企業等と連携して、漁業の生産性や作業効率の向上、

働き方改革につながるスマート水産業の社会実装を促進します。 

 

⑫地域水産業担い手確保事業 

（第６款 農林水産業費 第５項 水産業費 １１ 水産業経営対策費） 

予算額：(R4) ５，０５２千円 → (R5) ３，８７８千円 

事業概要：既存の漁師塾を補完するオンライン漁師育成機関を運営し、都市部の若者などの円滑

な就業・定着を支援するとともに、法人化等に取り組む若手・中堅漁業者の育成を進

めます。 
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⑬県営漁港施設機能強化事業 

（第６款 農林水産業費 第５項 水産業費 ６ 水産基盤整備費） 

予算額：(R4) １１９，７００千円 → (R5) ７１４，０００千円 

（参考：(R4)１９２，７００千円 ※令和３年度１月補正含みベース） 

事業概要：南海トラフ地震等の大規模自然災害による高潮・波浪・津波に備えるため、防波堤の

嵩上げや耐震・耐津波対策に取り組みます。 

 

⑭県営水産物供給基盤機能保全事業 

（第６款 農林水産業費 第５項 水産業費 ６ 水産基盤整備費） 

予算額：(R4) ２２４，７００千円 → (R5)１８８，５００千円 

（参考：(R4)２７８，６５０千円 ※令和３年度１月補正含みベース） 

事業概要：老朽化が進む漁港施設の長寿命化のため、機能保全計画に基づき、本来の機能が発揮

できるよう保全工事に取り組みます。 

 

⑮海女漁業等環境基盤整備事業 

（第６款 農林水産業費 第５項 水産業費 ６ 水産基盤整備費） 

予算額：(R4) ４７０，４００千円 → (R5) ４６５，６７５千円 

事業概要：海女漁業等の漁業生産力および浅海域における水質浄化機能の回復を図るため、藻場

の造成に取り組みます。 

 

⑯内水面水産資源の回復促進事業 

（第６款 農林水産業費 第５項 水産業費 ５ 資源管理費） 

予算額：(R4) ２０，０００千円 → (R5) ２０，０００千円 

事業概要：内水面地域において、ドローン等を活用したカワウ対策、オンラインでのプロモーシ

ョン活動等による遊漁者確保の取組、稚アユの放流による内水面水産資源の回復に向

けた取組を支援します。 

 

⑰（新）県産水産物販売チャンネル拡大推進事業 

（第６款 農林水産業費 第５項 水産業費 １ 水産業振興費） 

予算額：(R4) － 千円 → (R5) ３１，９６０千円 

事業概要：大都市圏の量販店での県産水産物フェアの開催や魅力発信など、恒常的な販路の確保

につながるサプライチェーンの構築に取り組むことで、県産水産物の販売チャンネル

の拡大を図ります。 

 

⑱現地ニーズに対応した水産物輸出体制構築事業 

（第６款 農林水産業費 第５項 水産業費 １ 水産業振興費） 

予算額：(R4) ２，１５０千円 → (R5) ２，３９０千円 

事業概要：県産水産物の輸出を拡大するため、輸出先国のニーズに対応した商品の改良を行い、

新たな販路開拓を図ります。 
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施策６－４  

 

 

 

【主担当部局：農林水産部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

多くの人が住みたい、住み続けたい、あるいは訪れたいと感じる心豊かで安心できる、持続性のあ

る農山漁村づくりを進めるため、農山漁村の有する地域資源の保全・活用により、多様な雇用機会と

所得が確保されるとともに、安心して暮らせる生活環境の整備が進んでいます。 

（課題の概要） 

農山漁村の人口減少や高齢化による集落機能の低下により、国土の保全、水源のかん養、自然環境

の保全、良好な景観の保全、文化の伝承といった農山漁村の持つ多面的機能の発揮に支障が生じてい

ます。 

 

現状と課題 

①農山漁村は自然、景観、食文化等、多彩な地域資源を有していますが、人口減少・高齢化の進行や

人材不足等からその魅力を十分に生かしきれていません。このため、農山漁村の魅力的な地域資源

を発掘し、さまざまな主体との連携による取組を推進するとともに、地域の担い手を拡大するなど、

農山漁村の活性化を図る必要があります。 

 

②農山漁村の人口減少や高齢化による集落機能の低下により、農山漁村が本来持っている、国土の保

全、水源のかん養、自然環境の保全、良好な景観の保全、文化の伝承といった多面的機能の発揮に

支障が生じています。引き続き、これらの多面的機能の維持・発揮に向けて取り組む必要があります。 

 

 ③集中豪雨等の自然災害が一層頻発化・激甚化する中、農業用ため池における堤体の決壊や排水機場

の機能低下等により、農村地域に被害を及ぼすおそれがあります。安全で安心に暮らせる持続可能

な農村づくりを進めるため、引き続き、ハード・ソフトの両面から防災・減災対策に取り組む必要

があります。また、中山間地域等では、農村に人が安心して住み続けられるよう生活環境を整備す

ることが必要です。 

 

④野生鳥獣による農林水産業被害は、集落ぐるみの被害対策を進めることにより着実に減少していま

すが、依然として被害軽減が実感されていない集落があることに加え、列車等との衝突や人への危

害など生活被害も発生しています。このため、さらなる獣害対策を推進していくとともに、捕獲し

た野生獣を有効に生かす獣肉等の利活用を図る必要があります。 

 

令和５年度の取組方向 

①三重の豊かな自然や農山漁村の地域資源を活用したビジネス創出のための人材育成や、「食」、「泊」、

「体験」を組み合わせた交流促進に取り組むことで、農山漁村地域の活性化を図ります。 

 

 ②農業・農村の持つ多面的機能を発揮させるため、若い世代や企業といった地域内外のさまざまな主

体の参画を促すとともに、農地・水路・農道等の地域資源の維持・保全活動や、中山間地域等にお

ける持続的な農業生産活動、環境保全効果の高い営農活動を支援します。 

農山漁村の振興 
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 ③安全・安心な農村づくりに向け、「防災・減災、国土強靱化５か年加速化対策」を積極的に活用し、

農業用ため池や排水機場の豪雨・耐震化対策および長寿命化などのハード対策をより一層加速させ

るとともに、管理体制の強化や適切な維持管理などのソフト対策を促進します。さらに、ため池の

低水位管理による洪水調節機能の強化を図り、流域治水に取り組みます。また、中山間地域等に安

心して住み続けられるよう集落道等の生活インフラの整備を推進し、農村生活の利便性や快適性の

向上に取り組みます。 

 

 ④野生鳥獣による農林水産業被害および生活被害のさらなる減少に向けて、関係機関と連携を図りな

がら、「被害対策」、「生息管理」、「体制づくり」を進めるとともに、県が主体となった捕獲を実施

します。また、捕獲した野生獣を有効に活用するため高品質で安全・安心なみえジビエの普及拡大

に取り組みます。 

 

KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

農山漁村における所得・雇用機会の

確保につながる新たな取組数（累計） 

 

（農山漁村地域における多彩な地域

資源を生かした農林漁業体験民宿や

農家レストラン、直売施設の立ち上

げ等、所得・雇用機会の確保につな

がる新たな取組数） 

 

 57 取組 

(４年度) 

74 取組 

（５年度） 

125 取組 

（８年度） 

40 取組 

（３年度） 
－ － － 

ため池および排水機場の整備により

被害が未然に防止される面積 

 

（豪雨・耐震化対策および長寿命化

の緊急性が高い農業用ため池および

排水機場の整備が進められることに

よる被害が未然に防止される面積） 

 

 4,169ha 

(４年度) 

4,414ha 

（５年度） 

5,775ha 

（８年度） 

3,996ha 

（３年度） 
－ － － 

野生鳥獣による農林水産業被害金額 

 

（ニホンジカ、イノシシ、ニホンザ

ルによる農林水産業の被害金額） 

 310 百万円 

（３年度） 

304 百万円 

（４年度） 

284 百万円 

（７年度） 

316 百万円 

（２年度） 
－ － － 
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主な事業 

①地域資源活用型ビジネス展開事業 

（第６款 農林水産業費 第３項 農地費 ７ 中山間振興費） 

予算額：(R4) ３，４９４千円 → (R5) ２，７０４千円 

事業概要：農山漁村地域における所得と雇用機会の確保を図るため、地域資源を活用したビジネ

スに取り組む人材の育成や、多様な主体が連携して地域の魅力をより実感できる農泊

（農山漁村滞在型旅行）を提供できる組織づくり、情報発信による支援などに取り組

みます。 

 

②（新）みえのさと体験推進事業 

（第６款 農林水産業費 第３項 農地費 ７ 中山間振興費） 

予算額：(R4)  ― 千円 → (R5) １０，１７６千円 

事業概要：農山漁村地域での来訪客の周遊化を図るため、県南部地域の大型集客施設と連携し、

農山漁村地域ならではの「食」、「泊」、「体験」を楽しむ農泊の周遊プランの造成や、

自然を生かした体験の促進に向けた取組を行います。  

 

  ③（新）農地集約化に向けた農村ＲＭＯ推進事業 

（第６款 農林水産業費 第３項 農地費 ７ 中山間振興費） 

予算額：(R4) ― 千円 → (R5) ３，０００千円 

事業概要：農村の集落機能の維持・向上に向け、農村資源を集約化し、地域内外の多様な主体の

参画により、水路・農道等の保全管理、および地域資源を活用した新たな取組を支援

します。 

 

④多面的機能支払事業 

（第６款 農林水産業費 第３項 農地費 ８ 農村振興費） 

予算額：(R4) １，１０３，８６４千円 → (R5) １，１０３，８６４千円 

事業概要：農業･農村の有する多面的機能の維持･発揮を図るため、農地･水路・農道等の地域資

源の維持・保全や景観形成などに向けた地域の共同活動を支援するとともに、農村の

地域資源を保全していく体制の整備に取り組みます。 

 

  ⑤中山間地域等直接支払事業 

（第６款 農林水産業費 第３項 農地費 ７ 中山間振興費） 

予算額：(R4) ２２９，５７０千円 → (R5) ２４６，１６５千円 

事業概要：中山間地域等における多面的機能の維持・発揮を図るため、農業の生産条件の不利性

を補正する直接支払を実施するとともに、将来にわたって営農が継続される体制の整

備に取り組みます。 

 

⑥県営ため池等整備事業 

（第６款 農林水産業費 第３項 農地費 ３ 農地防災事業費） 

予算額：(R4) ７８０，８５０千円 → (R5) １，４１３，３２５千円 

（参考：（R4）１，４１０，９８０千円 ※令和３年度１月補正含みベース） 

事業概要：農業用ため池の決壊等による被害を防止するため、耐震性能不足や老朽化した農業用

ため池等の整備に取り組みます。 
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⑦団体営ため池等整備事業 

（第６款 農林水産業費 第３項 農地費 ３ 農地防災事業費） 

予算額：(R4) ７１４，８４８千円 → (R5) ８５１，３５０千円 

（参考：（R4）１，４２７，９１５千円 ※令和３年度１月補正含みベース） 

事業概要：決壊した際、人家等に被害が及ぶおそれのある農業用ため池の豪雨・耐震調査や整備

にかかる実施計画の策定を支援します。 

 

⑧基幹土地改良施設防災機能拡充保全事業 

（第６款 農林水産業費 第３項 農地費 ３ 農地防災事業費） 

予算額：(R4) ６６２，２０８千円 → (R5) ２，４４２，５２５千円 

（参考：（R4）９８８，３３５千円 ※令和３年度１月補正含みベース） 

事業概要：集中豪雨等の自然災害から生命や財産を守るため、排水機場の整備に取り組みます。 

 

⑨県営中山間地域総合整備事業 

（第６款 農林水産業費 第３項 農地費 ７ 中山間振興費） 

予算額：(R4) ８８９，４３６千円 → (R5) ８０８，５００千円 

事業概要：中山間地域等の条件不利を解消するため、地域の特性を生かした農業生産基盤の整備

を効率的に行うとともに、集落道路等の農村生活環境の整備を総合的に推進します。 

 

⑩獣害につよい地域づくり推進事業 

（第６款 農林水産業費 第１項 農業費 12 農業経営対策費） 

予算額：(R4) ３１６，７４７千円 → (R5) ２８５，８５７千円 

事業概要：集落ぐるみの被害防止対策や有害鳥獣捕獲の取組を推進するため、鳥獣被害防止施設

の整備や捕獲活動等への支援を行い、被害軽減を図ります。 

 

⑪野生イノシシ捕獲強化事業 

（第６款 農林水産業費 第１項 農業費 12 農業経営対策費） 

予算額：(R4) ６０，０００千円 → (R5) ６０，０００千円 

事業概要：豚熱の感染拡大を防止するため、豚熱の感染源の一つである野生イノシシの捕獲を県

が主体となって行い、捕獲力強化に取り組みます。 

 

⑫みえジビエの消費拡大に向けた「みえモデル」構築事業 

（第６款 農林水産業費 第１項 農業費 12 農業経営対策費） 

予算額：(R4) ７，４９０千円 → (R5) ９，１９３千円 

事業概要：高品質で安全・安心なみえジビエの普及拡大を図るため、衛生・品質管理マニュアル

の周知や登録制度の適正な運用により、安定的な供給体制の構築に取り組むとともに、

商品開発や販路拡大に取り組みます。 
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施策１－３  

 

 

 

【主担当部局：県土整備部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

河川整備や堆積土砂の撤去に加え、流域全体で水害を軽減させる流域治水プロジェクトが進んでい

ます。 

土砂災害から県民の皆さんの生命、財産を守るえん堤等の整備が進み、特に要配慮者利用施設等の

保全が進んでいます。また、盛土災害を防止する通報体制の整備や、山地災害危険地区における治山

施設整備が進んでいます。 

大規模地震発生後の津波等による被害軽減のため、海抜ゼロメートル地帯等における河川・海岸堤

防や大型水門等の耐震対策が進んでいます。 

災害直後から緊急輸送道路の円滑な通行を確保するため、大規模地震後もすぐに通れる橋、土砂崩

れのない道路等の整備が進んでいます。 

河川監視カメラ等の配備拡充による被災情報の迅速な把握や、新規導入した排水ポンプ車など初動

体制が強化されています。 

定期点検に基づく適切なメンテナンスにより、災害時・平常時を問わずインフラの機能が確保され

ています。 

（課題の概要） 

豪雨等が頻発化・激甚化する中で、県内河川は雨水の流下能力が未だ不十分な現状に加え、土砂の

堆積により流れが阻害され、浸水被害が多発するリスクが高まります。加えて、山地では土砂崩れも

増加し、周辺の社会福祉施設を含めた住民への被害が生じるリスクが高まります。 

強い台風の増加による伊勢湾沿岸での高潮や、南海トラフ地震等が想定される中で、堤防や水門等

が強い地震動や高潮・津波に対応できず広範囲で被害が生じるリスクが高まります。 

大規模災害時に緊急輸送道路の通行が不能となり、物資輸送や復旧・復興に大きな支障を及ぼしま

す。 

急速なインフラの老朽化により、災害に対する機能が低下し、小規模な災害でも大きな被害が生じ

るリスクが高まります。 

 

現状と課題 

①令和元年東日本台風や令和２年７月豪雨など、頻発化・激甚化する水害・土砂災害や大規模地震か

ら県民の皆さんの生命と財産を守るため、通常予算に加え「防災・減災、国土強靱化のための５か

年加速化対策」予算を活用し、河川・海岸・治山・土砂災害防止施設の整備や橋梁の耐震対策等を

進めています。しかし、対策が必要な箇所はまだ多数存在しており、防災・減災対策の必要性もま

すます高まっていることから、ハード・ソフトの両面からさらなる推進が求められています。 

 

②気候変動に伴い頻発化・激甚化する水災害に対しては、あらゆる関係者が協働し、流域全体で水害

を軽減させる治水対策「流域治水」を展開することが必要です。令和３年度に取りまとめた「流域

治水プロジェクト」に基づきその取組を推進しています。また、防災・減災や地球温暖化対策など

の観点から生態系を活用したグリーンインフラの展開が求められています。 

 

災害に強い県土づくり 
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③河川等の堆積土砂および樹木繁茂により浸水被害などが助長されるおそれがあることから、河川の

流下能力等を回復するため、緊急浚渫推進事業も活用して河川や砂防えん堤の堆積土砂撤去および

樹木伐採を進めています。 

 

④土砂災害発生の危険性がある区域では、土砂災害防止施設の整備により引き続き対策を進めていま

すが、特に自力避難が困難な方々が利用する要配慮者施設や避難所等を保全していく必要がありま

す。 

 

⑤南海トラフ地震の発生が懸念されている中、大規模地震発生後の津波・高潮等による浸水被害を軽

減するため、海抜ゼロメートル地帯などにおける河川・海岸堤防や河口部の大型水門等の耐震対策

を進めています。引き続き、河川管理施設や海岸保全施設等の機能の確保と強化が求められていま

す。 

 

⑥災害発生時に確実に通行できる緊急輸送道路の整備を進めていますが、緊急輸送道路の中には大規

模災害時に被災するおそれがある場所や車両のすれ違いが困難な区間があり、これらの箇所の対策

が引き続き必要です。 

 

⑦自発的な避難行動や迅速な初動に資するソフト対策として、道路・河川ＤＸ中期計画に基づき道路・

河川の監視カメラや危機管理型水位計の設置に取り組んでいます。また、土砂災害情報提供システ

ムを通じて土砂災害に関するリスク情報をリアルタイムで発信していますが、多くの方によりわか

りやすく伝えることが求められています。熊野灘沿岸では、高潮発生時に住民の素早い避難活動を

促し浸水被害を軽減するために必要な高潮浸水想定区域が未指定となっています。 

 

⑧建設後 50 年を超えるインフラ施設が急速に増加し、劣化による機能低下が懸念される中、老朽化

が進んでいる道路・河川・海岸・治山・土砂災害防止施設の将来にわたる必要な機能を確保するた

め、メンテナンスサイクルの取組を進めています。今後も、このサイクルを持続的かつ着実に実施

し、安全性を確保していくとともに、将来的に増加するメンテナンスコストの縮減・平準化を一層

図る必要があります。 

 

⑨気候変動に伴い、台風や集中豪雨による災害が多発する中、引き続き、山地災害からの早期復旧を

図るとともに、災害を未然に防止するための治山施設の整備や、保安林の適正な整備を進めていく

必要があります。 

 

⑩南海トラフ地震や津波・高潮に対する安全性の確保を図るため、漁港海岸堤防等の耐震・耐津波対

策や高潮対策、長寿命化計画に基づく機能保全に取り組んでいます。引き続き、堤防等の海岸保全

施設の機能の確保と強化が求められています。 
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令和５年度の取組方向 

 

①頻発化・激甚化する水害・土砂災害や大規模地震から県民の皆さんの生命と財産を守るため、三重

県国土強靱化地域計画に基づき、河川・海岸・土砂災害防止施設の整備や橋梁の耐震対策等を推進

します。「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」について、「５年後の達成目標」を

ふまえ計画的に推進します。 

 

②水災害に対して流域のあらゆる関係者で取り組む治水対策を取りまとめた「流域治水プロジェク

ト」に基づき取組を着実に進めていきます。洪水・地震・高潮洪水などに対し重要度や緊急性の高

い河川を中心に改修を進めるとともに、治水上ネック点となっている橋梁等の河川横断構造物を重

点的に改築することにより、治水安全度の向上を図ります。また、気候変動をふまえた河川整備計

画の策定に取り組みます。鳥羽河内ダムについては、工事用道路の整備を進め、本体工事に着手し

ます。このほか災害復旧事業については、早期完了に向けて取り組みます。さらに、生態系を活用

した防災・減災対策として、グリーンインフラを推進します。 

 

③河川等の堆積土砂および樹木繁茂により浸水被害等が助長されるおそれがあることから、関係市町

と共に優先度等を検討し、河川や砂防えん堤の堆積土砂撤去・樹木伐採を積極的に進めます。また、

官民連携の取組として砂利採取制度を活用した堆積土砂の撤去を促進します。 

 

④砂防については、土砂災害防止施設の整備により、特に自力避難が困難な方々が利用する要配慮者

利用施設や避難所の保全を進めます。土砂災害警戒区域等の指定については、引き続き、開発等で

地形改変などがあった箇所を抽出し、２巡目の基礎調査を進めます。また、違法な盛土への対応と

して構築した住民からの通報の仕組みを引き続き運用するとともに、砂防指定地等における違反行

為には行政指導等により厳しく対応していきます。 

 

⑤高潮災害防止のための海岸保全施設の整備や、地震・津波による被害軽減のため、県管理の河川・

海岸堤防や河口部の大型水門の耐震対策を推進します。また、堤防については粘り強い構造とする

施設整備を進めます。 

 

⑥災害発生時に対応できる輸送機能を確保するため、緊急輸送道路に架かる橋の落橋や倒壊対策、洪

水で橋が流されない対策、道路の土砂崩れ対策、車両のすれ違いが困難な箇所の道幅を拡幅する対

策を着実に進めます。 

 

⑦県民の皆さんの主体的な避難行動に資するソフト対策として、道路・河川ＤＸ中期計画に基づく道

路・河川の監視カメラや危機管理型水位計の設置、高潮特別警戒水位の設定などに取り組みます。

また、土砂災害情報提供システムを通じて発信する土砂災害のリスク情報について、よりわかりや

すく伝える方法を検討し運用していきます。そのほかに、大規模災害への備えとして新規導入・整

備した排水ポンプ車・災害コントロールルームの活用、現場での実動訓練の積み重ねによる初動体

制の確保や初動を迅速化する危機管理体制の強化に取り組みます。また、市町が作成するハザード

マップへの高潮浸水想定区域情報の掲載を促進するとともに、熊野灘沿岸の高潮浸水想定区域の指

定に向けて浸水想定区域図の作成に取り組みます。 
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⑧老朽化が進んでいる道路・河川・海岸・土砂災害防止施設については、長寿命化計画に基づく計画

的な施設の修繕・更新を行います。また、各施設の長寿命化計画は適宜、見直しを行います。 

 

 

⑨台風等による山地災害からの早期復旧に取り組むとともに、山地災害危険地区の施設整備未着手箇

所や荒廃森林において治山事業を実施し、災害の未然防止を図ります。また、土砂流出防止等の公

益的機能が低下した保安林内の森林整備を進めるとともに、長寿命化計画に基づき老朽化した治山

施設の改修に取り組みます。 

 

⑩大規模地震や津波・高潮に対する安全性の確保を図るため、引き続き、漁港海岸堤防等の耐震・耐

津波対策や高潮対策を計画的に実施するとともに、長寿命化計画に基づく機能保全に取り組みます。 
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KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

河川の流れを阻害する堆積土砂の堆

積量（累計） 

（河川の流れを阻害する堆積土砂量

（ ）は平成 30年度末の堆積量に対

する削減の数値） 

 249 万㎥ 232 万㎥ 

185 万㎥ 

東京ドーム 

1.0 杯分 

40％削減 

270 万㎥ 

東京ドーム 

0.3 杯分 
－ － － 

要配慮者利用施設および避難所を保

全する施設の整備率 

（事業実施個所のうち要配慮者利用

施設および避難所を保全する施設整

備（30 箇所）の事業完了の割合） 

 10％ 13％ 63％ 

－ － － － 

市町ハザードマップへの高潮浸水想

定区域情報の掲載率 

（ハザードマップへの高潮浸水想定

区域情報を掲載した市町の割合 

（掲載市町／全体 11 市町）） 

 54% 72% 100％ 

45％ － － － 

大規模地震でも壊れない補強された

橋の割合 

（緊急輸送道路に架かる橋梁のう

ち、大規模地震でも致命的な損傷に

ならないように補強された橋の割

合） 

 92％ 94％ 100％ 

91％ － － － 

被災箇所を早期発見し、初動を迅速

化する体制の構築 

（道路・河川の重点監視箇所（道路

100 箇所・河川 102箇所）への監視カ

メラとコントロールルームの設置状

況） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路カメラ 

設置率 58％ 

河川カメラ 

設置率 54％ 

コントロール

ルーム設置 

道路カメラ 

設置率 71％ 

河川カメラ 

設置率 67％ 

道路・河川の

重点監視箇所

における画像

情報の集中監

視体制の完成 

パトロールや

住民などから

の通報を中心

とする情報収

集 

－ － － 

橋梁の修繕完了率 

（定期点検で早期措置（健全性区分

Ⅲ）と診断された橋梁のうち、次回

点検までに措置を完了した橋梁の割

合） 

 

 100％ 100％ 100％ 

100％ － － － 
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主な事業 

 

①流域治水事業 

   （第８款 土木費 第３項 河川海岸費 ２ 河川改良費）など 

予算額：(R4) ８，０７６，８４５千円 → (R5) １１，８１４，５１５千円 

   （参考：（R4） １２，４５０，８４５千円 ※令和３年度１月補正含みベース） 

   事業概要：流域全体で水害を軽減させる治水対策を取りまとめた「流域治水プロジェクト」の取

組を進めます。治水上、重要度の高い河川の改修を重点的に進めることで治水安全度

の向上を図るとともに、大型水門等の耐震対策を進めます。また、鳥羽河内ダムは、

令和５年度から本体工事に着手します。さらに、気候変動をふまえた河川整備計画の

策定に取り組みます。 

       

②堆積土砂対策事業 

（第８款 土木費 第３項 河川海岸費 ２ 河川改良費）など 

予算額：(R4) ３，５６０，１１２千円 → (R5) ４，２７５，７００千円  

事業概要：河川や砂防えん堤に堆積した土砂の撤去・樹木の伐採を積極的に進めます。  

 

③土砂災害防止対策事業 

（第８款 土木費 第３項 河川海岸費 ３ 砂防費） 

予算額：(R4) ３，１５７，４２７千円 → (R5) ４，３８３，８４７千円  

   （参考：（R4） ５，１０２，７０２千円 ※令和３年度１月補正含みベース） 

   事業概要：砂防えん堤や擁壁等の土砂災害防止施設の整備を進めます。また、土砂災害警戒区域

等の指定について基礎調査を進めます。 

 

④高潮等対策事業 

（第８款 土木費 第３項 河川海岸費 ４ 海岸保全費）など 

予算額：(R4) ２，３５２，３６３千円 → (R5) ３，６５３，３３３千円  

（参考：（R4） ３，８３２，８６３千円 ※令和３年度１月補正含みベース） 

  事業概要：堤防等の高潮・侵食対策、耐震対策、海岸堤防強靱化対策を進めます。 

 

⑤緊急輸送道路等機能確保事業 

（第８款 土木費 第２項 道路橋りょう費 ３ 道路橋りょう新設改良費）など 

予算額：(R4) ６，１６３，７７４千円 → (R5) ９,４２９,９８２千円  

   （参考：（R4） ８，３６３，２２７千円 ※令和３年度１月補正含みベース） 

事業概要：緊急輸送道路等の橋の耐震・流失対策、道路の土砂崩れ対策、車両のすれ違い困難箇

所の道幅拡幅を進めます。また、潜在的な災害危険箇所の把握に向けてＬＰデータ（三

次元空間データ）を活用した法面点検に取り組みます。 

 

⑥河川ＤＸ事業 

   （第８款 土木費 第３項 河川海岸費 ２ 河川改良費） 

予算額：(R4) １５，４１２千円 → (R5) ３１，０００千円  

   事業概要：河川ＤＸ中期計画に基づき、河川の監視カメラや危機管理型水位計の設置を進めます。 
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⑦インフラメンテナンス事業 

（第８款 土木費 第２項 道路橋りょう費 ２ 道路橋りょう維持費）など 

予算額：(R4) ３，１８９，１２５千円 → (R5) ４，９８１，１２９千円  

（参考：（R4） ４，６４７，５８５千円 ※令和３年度１月補正含みベース） 

事業概要：老朽化が進んでいる道路・河川・海岸・土砂災害防止施設について、長寿命化計画に

基づく計画的な点検や効果的な修繕・更新を行います。 

 

 

⑧治山事業 

（第６款 農林水産業費 第４項 林業費 ７ 治山費） 

予算額：(R4) ３，５２４，１９５千円 → (R5) ３，６４７，１９５千円 

（参考：(R4) ３，５８７，１９５千円 ※令和３年度１月補正含みベース） 

事業概要：災害に強い森林づくりに向け、土砂災害の防止を図る治山施設を整備するとともに、

公益的機能が低下した保安林の整備を進めます。 

 

⑨海岸保全施設整備事業 

（第６款 農林水産業費 第３項 農地費 ３ 農地防災事業費） 

予算額：(R4) ４２，０００千円 → (R5) ２２７，５００千円 

事業概要：背後の農地や宅地における自然災害の防止を図るため、海岸保全施設の高潮・侵食対

策や耐震対策を進めます。 

 

⑩県営漁港海岸保全事業 

（第６款 農林水産業費 第５項 水産業費 ６ 水産基盤整備費） 

予算額：(R4) ２７７，８０１千円 → (R5) ２９４，０００千円 

（参考：(R4) ２９２，８０１千円 ※令和３年度１月補正含みベース） 

事業概要：南海トラフ地震等の大規模自然災害による津波・高潮から背後地の浸水被害を軽減す

るため、海岸保全施設の改修等の機能強化に取り組みます。 
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施策３－４  

 

 

 

【主担当部局：医療保健部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

安全で安心な食品が供給されるよう、農水産物の生産や食品の製造・加工・流通から消費に至る全

ての過程における監視指導等、関係者の意識の向上の取組、積極的な情報発信等が行われています。 

医薬品等を安心して使用できるよう、その品質が高い水準で維持されているとともに、必要な量が

安定して供給されています。また、若年層の献血が進むことで、血液製剤が将来にわたり安定して供

給されています。 

人と動物が安全・快適に共生できる社会が実現するよう、ペットに関する防災対策をはじめ、動物

愛護管理にかかる取組が、さまざまな主体との連携により進められています。 

（課題の概要） 

県民の食の安全・安心への関心が高まり、これまで以上に食の安全・安心を確保することが求めら

れています。 

医療制度や国際的な製造管理にかかる動向の変化により、医薬品製造業者等には、これまで以上に

高い水準の品質確保が求められています。また、少子高齢化が進む中、長期保存ができない血液製剤

を安定的に供給する必要があります。 

犬・猫の殺処分ゼロに向けた取組が着実に進展する中、災害発生時等の危機管理対応や地域におけ

る動物に起因する問題についての理解は十分とは言えない状況です。 

 

現状と課題 

 ①「三重県食品監視指導計画」に基づき、食品による健康被害の防止等のため監視指導を実施すると

ともに、食品中の残留農薬や微生物等についても検査を実施し、衛生基準等に不適合があった場合

は、食品事業者に対して改善するよう指導しています。また、食肉の安全性を確保するため、と畜

検査・食鳥検査を全頭（羽）実施しています。引き続き、食品による危害発生のリスクの低減を図

るため、監視指導および検査を実施する必要があります。 

 

 ②（一社）三重県食品衛生協会と連携し、食品事業者が食品衛生法改正に伴う制度変更やＨＡＣＣＰ

に沿った衛生管理に適切に対応できるよう相談に応じています。引き続き、全ての食品事業者が新

たな許可・届出制度やＨＡＣＣＰに沿った衛生管理に対応できるよう支援を行う必要があります。 

 

 ③食の安全を確保し、消費者の求める食品の選択に資するため、食品表示法に基づく正しい表示が行

われるよう普及啓発を行うとともに、食品事業者等に対して食品表示に関する監視指導を行ってい

ます。引き続き、食品表示の適正化を図るため、監視指導を実施する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

食の安全・安心と暮らしの衛生の確保 
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 ④「三重県食の安全・安心の確保に関する条例」に基づき、有識者による食の安全・安心の確保に向

けた施策に関する検討会議を開催するとともに、米穀取扱事業者に対する監視指導、食品事業者の

コンプライアンス意識の向上に向けた研修会の開催等や県民の皆さんへの食の安全・安心に関する

正確でわかりやすい情報の提供に努めています。引き続き、食品事業者を対象にした研修会などを

通じて関係法令等の遵守・徹底やコンプライアンス意識の向上を図るとともに、消費者が食の安

全・安心に関する正しい知識を得て理解を深め、安全な食品を求めることができるよう積極的に情

報提供する必要があります。 

 

 ⑤「三重県農畜水産物安全確保監視指導計画」に基づき、農薬、肥料、動物・水産用医薬品、飼料等

が適正に販売および使用されるよう、生産者や販売事業者に対して、監視を行うとともに、不備事

項があった場合には、改善に向けた指導を行っています。また、県内の卸売市場に対しては、公正

な取引の実施や物品の品質管理の高度化に向け、監視・指導を行うとともに、市場の適切な運営に

向けた情報提供や助言などの支援に取り組んでいます。引き続き、県民に安全で安心な農畜水産物

を供給していくため、県内卸売市場の事業者に対する効果的な監視・指導を行うとともに、市場の

適切な運営を図る必要があります。 

 

 ⑥医薬品製造業者や薬局・販売業者等に対する監視指導や医薬品等の検査を実施するとともに、県民

の皆さんへの医薬品等に関する正しい知識の啓発に取り組んでいます。引き続き、医薬品製造業者

等の監視指導や県民の皆さんへの啓発等を行う必要があります。 

 

⑦ボランティア団体や関係機関等と連携して、献血意識の向上に取り組むとともに、骨髄バンクの普

及啓発や骨髄提供しやすい環境づくり等に取り組んでいます。将来にわたり献血や骨髄バンクに対

する協力者を確保するため、特に若年層に対する啓発に引き続き取り組む必要があります。 

 

 ⑧「第３次三重県動物愛護管理推進計画」に基づき、（公社）三重県獣医師会やボランティア団体等

と連携し、犬猫の譲渡事業や動物愛護教室による普及啓発活動、クラウドファンディング等を活用

した猫の不妊・去勢手術、子猫の育成、災害時の動物救護に係る体制整備等を行っています。引き

続き殺処分数ゼロに向けた取組等を推進していく必要があります。 

 

 ⑨警察本部、教育委員会等の関係機関で構成する「三重県薬物乱用対策推進本部」を活用し、薬物乱

用防止に関する啓発、立入検査、再乱用防止に取り組んでいます。引き続き、関係機関と連携し、

大麻等の薬物乱用防止対策に取り組む必要があります。  

 

 ⑩生活衛生営業施設等に対する監視指導や、営業者に対する衛生管理講習会等を行っています。施設

における衛生確保を図るため、引き続き、監視指導等に取り組む必要があります。 

  

令和５年度の取組方向 

 

①「三重県食品監視指導計画」に基づき、引き続き食品による健康被害の防止等のための監視指導を

実施します。また、食肉の安全性を確保するため、と畜検査・食鳥検査を全頭（羽）実施します。 
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②食品事業者において、改正食品衛生法に基づく新たな許可・届出制度への対応が適切にできるよう

周知、支援を行うとともに、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理が適切に運用できるよう食品事業者自ら

が行う衛生管理計画の作成・運用について支援を行います。 

 

③食の安全を確保し、消費者の求める食品の選択に資するため、食品表示法に基づき、引き続き食品

表示の適正化のための監視指導を実施します。 

 

④医薬品等の安全確保のため、医薬品製造業者等の監視指導や製品検査を実施し、製造業者等の品質

管理に関する技能の向上を図るとともに、医薬品等を使用する側の県民の皆さんに対して医薬品の

副作用等に関する正しい知識の啓発に取り組みます。 

 

⑤安定した血液供給の維持や骨髄バンクの円滑な運用に向け、ボランティア団体等と連携し、特に若

年層を対象とした啓発に取り組みます。また、ドナー休暇制度の導入促進や、市町に対して「三重

県骨髄等移植ドナー助成事業補助金」の活用を促すなど、骨髄提供しやすい環境づくりを推進しま

す。 

 

⑥「第３次三重県動物愛護管理推進計画」に基づき、引き続き三重県動物愛護推進センター「あすま

いる」を拠点とし、関係団体等さまざまな主体との協創により、犬猫の譲渡事業やクラウドファン

ディング等を活用した猫の不妊・去勢手術、子猫の育成等の殺処分数ゼロに向けた取組を進めます。

また、終生飼養等の普及啓発や災害時における同行避難等のペットに関する防災対策の取組を進め

ます。 

 

⑦薬物乱用防止対策の推進は、関係機関が連携して取組を進めていくことが重要であることから、引

き続き、「三重県薬物乱用対策推進本部」等を活用し、計画的な啓発、取締りや再乱用防止等を実施

することにより、大麻等の薬物乱用防止に取り組みます。 

 

⑧生活衛生営業施設等における衛生確保を図るため、施設の監視指導等を行うとともに、（公財）三重

県生活衛生営業指導センターと連携して自主的な衛生管理の推進を図ります。 

 

         

⑨「三重県食の安全・安心確保のための検討会議」における委員の意見をふまえながら、食の安全・

安心確保のための施策を進めます。また、食に対する県民の信頼確保を図るため、研修会の開催や

関係法令等に関する情報の提供などを通じて、食品事業者に対するコンプライアンスの徹底を図る

とともに、出前トークやＷｅｂの活用など多様な方法を活用して消費者等への正確でわかりやすい

情報提供に努めます。 

 

⑩安全・安心な農畜水産物の安定的な供給に向け、農薬、肥料、動物･水産用医薬品、飼料等が適正に

生産・販売および使用されるよう、関係事業者に対する効果的な監視・指導に取り組みます。また、

県内卸売市場における公正な取引の実施や物品の品質管理の高度化に向け、監視・指導を行うとと

もに、市場の適切な運営に向け、情報提供や助言などの支援に取り組みます。 
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KPI（重要業績評価指標） 

 

 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 
項目 

（項目の説明） 
 目標値 目標値 目標値 

現状値 実績値 実績値 実績値 

ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理を適切

に運用している施設の割合 

（監視等を実施した施設のうち、一

般衛生管理に加えＨＡＣＣＰに沿っ

た衛生管理が適切に運用されている

ことを確認した施設（不適切であっ

たが指導等により改善したものを含

む）の割合） 

 100％ 100％ 100％ 

100％ － － － 

県内で献血を行った 10代の人数 

（将来にわたり安定的な血液製剤の

供給に寄与する１０代の県内献血者

数） 

 2,000 人 2,100 人 2,400 人 

1,839 人 － － － 

ペットに関する防災対策を行ってい

る人の割合 

（飼い主に対するアンケート調査に

おいて、ペットに関する防災対策と

して、同行避難に向けたしつけ、餌

の備蓄、所有者明示等を行っている

と回答した割合） 

 48.0％ 52.0％ 64.0％ 

44.9％ － － － 

薬物乱用防止に関する講習会等を実

施した県内小学校の数 

（講習会等により、薬物乱用防止に

関する意識の向上を図った県内小学

校の数） 

 160 校 160 校 160 校 

135 校 － － － 

 

主な事業 

 

①食の安全総合監視指導事業費 

 （第４款 衛生費 第２項 環境衛生費 １ 食品衛生指導費） 

 予算額：（R4） ９８，８２１千円 → （R5） １０２，８１２千円 

 事業概要：食の安全・安心を確保するため、「三重県食品監視指導計画」に基づき、食品関係施設

の監視指導や食品中の残留農薬・微生物等の検査、食品表示の適正化等に取り組みます。

引き続き、関係団体と連携し、食品事業者のＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の取組を支援

するとともに、新たな営業許可・届出制度に食品事業者が適切に対応できるよう助言、

指導を行います。 
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②薬事審査指導費 

 （第４款 衛生費 第４項 医薬費 ４ 薬務費） 

 予算額：（R4） １６，４２５千円 → （R5） ３８，３８０千円 

 事業概要：医薬品等の品質、有効性および安全性を確保するための監視等を行うとともに、県民に

対して医薬品等の正しい知識を提供し、適正使用の推進に取り組みます。また、特定の

化学物質を含む家庭用品の試買検査について、法令改正に対応するため、分析機器を更

新し、より精度の高い分析を行います。 

 

③薬事経済調査費 

 （第４款 衛生費 第４項 医薬費 ４ 薬務費） 

 予算額：（R4） ５，５９７千円 → （R5） ５，５９７千円 

 事業概要：医薬品、医療機器等の安定供給と、適切な価格設定等に貢献するため、薬価調査、医薬

品需給状況調査を実施するとともに、医薬品製造業等の許認可事務を通じて、医薬品等

の品質確保を進めます。また、後発医薬品の品質確保や適正使用の推進に取り組みます。 

 

④血液事業推進費 

 （第４款 衛生費 第４項 医薬費 ４ 薬務費） 

 予算額：（R4） ２，４２４千円 → （R5） ２，３７９千円 

 事業概要：将来的に安定して血液を供給するためには、若年層の協力が必要不可欠であることから、 

高等学校における献血セミナーの開催や高校生、大学生等の献血ボランティアとの連携

を推進し、献血者の確保に取り組みます。また、医療機関における血液製剤使用の適正

化を図ります。 

 

⑤骨髄バンク事業 

 （第４款 衛生費 第４項 医薬費 ４ 薬務費） 

 予算額：（R4） １，１０９千円 → （R5） １，１１０千円 

 事業概要：骨髄提供希望者（ドナ－）登録を推進するボランティア団体や三重県赤十字血液センタ

ー、市町等の関係機関と連携を図りながら、若年層を中心とした骨髄バンクに関する正

しい知識の普及啓発やドナ－の確保に取り組むとともに、「三重県骨髄等移植ドナー助

成事業補助金」により、ドナー助成を実施する市町を支援します。 

 

⑥動物愛護管理推進事業 

 （第４款 衛生費 第１項 公衆衛生費 ３ 予防費） 

 予算額：（R4） １２２，６３１千円 → （R5） １２５，２３３千円 

 事業概要：三重県動物愛護推進センター「あすまいる」を拠点として、「動物愛護の絵・ポスター

展」等、関係団体等と連携した動物愛護週間行事等の普及啓発をはじめ、クラウドファ

ンディングを活用した飼い主のいない猫の不妊・去勢手術や子猫の育成、犬・猫の譲渡

等の殺処分数ゼロに向けた取組を進めます。また、災害時におけるペットとの同行避難

や避難用品の備蓄等に関する啓発の実施により、ペットの防災対策に対する県民の意識

向上を図ります。 
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⑦薬物乱用防止対策事業 

 （第４款 衛生費 第４項 医薬費 ４ 薬務費） 

 予算額：（R4） ９，３９０千円 → （R5） １１，０６８千円 

 事業概要：警察本部等の関係機関と連携し、若年層を対象とした薬物乱用防止教室等による啓発活

動、違法薬物等の取締りや薬物依存症者等に対する回復支援を中心とした再乱用防止に

取り組みます。 

 

⑧生活衛生関係営業指導費 

 （第４款 衛生費 第２項 環境衛生費 ２ 環境衛生指導費） 

 予算額：（R4） ３１，４１０千円 → （R5） ３２，８６５千円 

  事業概要：生活衛生営業施設等の監視指導や講習会等を行い、施設における健康被害の発生等の防 

止に取り組みます。また、三重県生活衛生営業指導センターとの連携により、生活衛生

営業施設における自主的な衛生管理を推進し、衛生水準の向上を図ります。 

 

         

⑨食の安全・安心確保推進事業 

 （第６款 農林水産業費 第１項 農業費 １ 農業総務費） 

 予算額：(R4) １，１３０千円 → (R5) １，７２５千円 

 事業概要：「食の安全・安心が確保された三重県」を実現するため、条例および基本方針に基づく

施策を総合的に推進するとともに、米トレーサビリティ法等に係る監視指導等に取り組

みます。また、消費者が食の安全・安心に関する正しい知識と理解を深め、適切に判断

し、食品を選択できるよう情報提供の充実を図ります。 

 

⑩卸売市場流通対策事業（卸売市場調査指導監督事業） 

 （第６款 農林水産業費 第１項 農業費 ６ 農作物対策費） 

 予算額：(R4) ２，２７６千円 → (R5) ２，３７７千円 

 事業概要：県内卸売市場における公正な取引の実施や物品の品質管理の高度化に向け、監視・指導

に取り組みます。また、県内卸売市場の適切な運営に向け、情報提供等の支援を進めま

す。 

 

⑪食肉センター流通対策事業 

 （第６款 農林水産業費 第２項 畜産業費 １ 畜産振興費） 

 予算額：(R4) ７９，３６１千円 → (R5)  １３０，５２０千円 

 事業概要：食肉の安定的な流通を確保するため、県内の基幹食肉処理施設である四日市市食肉セン

ターと松阪食肉流通センターの経営安定に向けた支援に取り組むとともに、関係市町や

食肉事業者等と連携し、食肉センターの将来的な施設のあり方について検討を進めます。 
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施策１３―２  

 

 

 

【主担当部局：子ども・福祉部】 

施策の目標 

（めざす姿） 

障がい者が必要な支援を受けながら、自らの決定や選択に基づいて生活・就労する機会を確保する

ため、グループホームなどの居住の場や日中活動の場の確保、多分野での就労支援が進んでいます。

また、障がいの有無に関わらず、誰もが尊重し合いながら共生する社会の実現のため、障がい者の差

別解消および虐待防止、情報保障など、障がい者の権利を守るための取組が進んでいます。 

（課題の概要） 

親の高齢化等により、グループホームへの入居や、自宅において一人で生活するための支援を必要

とする障がい者が増加するとともに、障がい者の高齢化や重度化が進行し、障害福祉サービスのさら

なる充実が求められています。 

 

現状と課題 

①障がい者の地域移行や地域生活支援に向けて、グループホームの整備等を促進しています。また、

福祉事業所における工賃向上に向けて、事業所への専門家派遣や優先調達に取り組むとともに、共

同受注窓口における営業担当コーディネーターの配置やＥＣサイトを活用した販売促進等に対し

て支援を行っています。今後も、ニーズの高い重度障がい児・者を対象とした通所施設やグループ

ホームの整備を進めるとともに、工賃向上に取り組む必要があります。 

 

②医療的ケアが必要な障がい児・者とその家族を支援するため、県内４つの地域ネットワークを中心

に支援体制を整備してきたところですが、令和３年９月に施行された「医療的ケア児及びその家族

に対する支援に関する法律」を受けて、支援拠点としての役割を担う「三重県医療的ケア児・者相

談支援センター」を令和４年４月に開設し、当センターを中心に、相談対応や支援者への支援、専

門人材の育成、多職種連携等に取り組んでいます。今後も、多分野の関係者が連携し、地域での受

け皿を整備する必要があります。 

 

③多様化・複雑化する相談ニーズに対応するため、市町における相談支援と合わせて、広域的・専門

的な相談支援を行うとともに、研修等により相談支援や障害福祉サービスを担う人材の育成を行っ

ています。また、障害福祉サービス事業所等の職員の処遇改善や、事業所におけるロボット導入に

対する支援など、職員の負担軽減等に取り組んでいます。引き続き、相談支援体制の強化を図ると

ともに、研修の充実や処遇改善、職員の負担軽減などにより、障害福祉サービスを担う人材の確保

と資質の向上に取り組む必要があります。 

 

④農林水産業における障がい者の就労の促進に向け、農林水産事業者や福祉事業所からの相談等に対

応するワンストップ窓口の設置や農林水産業の現場での障がい者への指導、マッチングを行う専門

人材の育成に取り組んでいます。また、スマート技術を活用した農作業に従事する障がい者の労働

環境の改善や福祉事業所等で生産された農産物の効率的な集出荷体制の構築のための実証を行っ

ています。引き続き、農林水産業と福祉をつなぐ取組を推進するとともに、農福連携に取り組む事

業者の生産性向上に向けた支援が求められています。 
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⑤精神障がい者の地域移行・地域定着を推進するため、ピアサポーターによる取組やアウトリーチ事

業等を実施しています。引き続き、精神障がい者が安心して自分らしく暮らすことができる取組を

進める必要があります。 

 

⑥令和４年度を始期とする「三重県アルコール健康障害対策推進計画（第２期）」および「三重県ギ

ャンブル等依存症対策推進計画」に基づき、依存症の予防や早期発見・早期介入、治療のための取

組を進めています。引き続き、関係機関と連携しながら取組を進める必要があります。 

 

⑦「障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやすい三重県づくり条例」に基づき、めざすべき社

会の実現や障がい者の差別解消に向けて、広く普及啓発に取り組むとともに、専門相談員を配置し

て障がい者やその家族等からの相談に対応しています。また、障がい者虐待の未然防止等のため、

施設等職員などへの研修や、虐待事案が発生した施設等への改善に向けた指導を行っています。引

き続き、障がいを理由とした差別の解消に向けた啓発や相談体制の充実、虐待の防止に取り組む必

要があります。加えて、障害者差別解消法の一部改正に伴い、令和６年６月までに事業者の合理的

配慮の提供が義務化されることから、事業者への周知・啓発等を進める必要があります。 

 

⑧「三重県手話施策推進計画」に基づき、障がい者の情報保障を推進するため、手話通訳を行う人材

の育成などに取り組んでいます。また、「三重県障がい者芸術文化活動支援センター」を中心とし

て、芸術文化活動を通じた障がい者の社会参加活動を促進しています。今後も、障がい者の情報保

障に係る取組を進めるとともに、障がい者が広く社会参加できるよう環境整備に取り組む必要があ

ります。 

 

令和５年度の取組方向 

 

①障がい者の地域生活を支援するため、障害福祉サービスの確保を図るとともに、グループホームや

重度心身障がい児者の日中活動の場等の整備促進に取り組みます。また、福祉事業所における工賃

向上に向けて、専門家の派遣により運営改善やスキルアップを図るとともに、優先調達の目標達成

に向けて全庁を挙げて取り組みます。さらに、共同受注窓口への営業担当コーディネーターの配置

やＥＣサイトを活用した販売促進を支援します。なお、「みえ障がい者共生社会づくりプラン」が最

終年度を迎えることから、本県の現状と障がい者を取り巻く環境変化をふまえ、次期プランの策定

に取り組みます。 

 

②「三重県医療的ケア児・者相談支援センター」を中心に、医療的ケア児・者や保護者等からの相談

対応、支援者への支援を行うとともに、障害福祉サービス事業所職員等を対象とした各種の専門研

修等を実施し、人材育成に取り組みます。また、４つの地域ネットワークの活動支援や相互連携に

加え、重症心身障がい児・者を受け入れる病院との連携など、医療的ケア児・者の地域での受け皿

整備を進めます。 

 

③高次脳機能障がい、自閉症・発達障がい、就労に伴う生活支援等に関する広域的・専門的な相談支

援を実施し、市町等が行う相談支援と連携し、障がい者等からのさまざまな相談に応じます。また、

障害福祉サービス事業所職員を対象とした専門研修を実施して資質の向上を図るとともに、職員の

処遇改善や負担軽減に取り組みます。 

子ども・福祉部 
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④障がいを理由とする差別の解消のため、障がい者への理解促進に向けた取組を進めるとともに、相

談支援を行います。また、障がい者虐待に適切に対応するため、市町や施設等職員などに対する研

修を行うとともに、専門家チームを活用しながら虐待の発生した施設等に対する改善に向けた指導

等を行います。さらに、事業者における合理的配慮の提供の義務化について、事業者等に対してア

ウトリーチを行い、重点的な周知・啓発を図ります。 

 

⑤一人でも多くの人が手話に触れ、手話を学ぶことができるよう、手話講座等を実施するとともに、

障がい者の情報保障に係るサービスの周知・啓発などに取り組みます。なお、「手話施策推進計画」

が最終年度を迎えることから、手話が広く利用される共生社会実現に向け、次期計画の策定に取り

組みます。また、幅広く障がい者の活躍の場を確保するため、「三重県障がい者芸術文化活動支援セ

ンター」において、芸術文化祭などの多様な発表機会の創出や専門人材を活用した相談支援等に取

り組みます。 

 

 

⑥農林水産業における障がい者の就労を促進するため、農林水産事業者や福祉事業所に対する相談体

制の整備、支援を行う専門人材の育成、施設外就労にかかるマッチングの推進に取り組むとともに、

農福連携に取り組む事業者の労働環境の改善や農産物の集出荷体制の構築、商品力向上といった生

産性向上への取組を支援します。 

 

 

 ⑦精神障がい者の地域移行・地域定着を推進するため、ピアサポーターによる長期入院患者との交流

や退院前の不安を軽減する取組を進めるとともに、退院後の生活を支援するアウトリーチ事業を実

施します。引き続き、精神障がい者が安心して自分らしく暮らすことができるよう「精神障害にも

対応した地域包括ケアシステム」の充実を図ります。 

 

 ⑧「三重県アルコール健康障害対策推進計画（第２期）」および「三重県ギャンブル等依存症対策推進

計画」に基づき、依存症の予防や早期発見・早期介入のための啓発を行います。また、治療拠点機

関が自助グループと連携し、患者の治療や社会復帰を支援する取組を促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療保健部 

農林水産部 
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KPI（重要業績評価指標） 

 
 令和３年度 ４年度 ５年度 ８年度 

項目 
（項目の説明） 

 目標値 目標値 目標値 
現状値 実績値 実績値 実績値 

グループホーム等において地域で自

立した生活をしている障がい者数 

（居住支援系サービスであるグルー

プホーム（共同生活援助）や自立生

活援助を利用することで、地域で生

活している障がい者数） 

 2,040 人 2,150 人 2,480 人 

1,943 人 － － － 

就労において支援を必要とする障が

い者の一般就労における定着率 

（障がい者就業・生活支援センター

が支援し一般就労した障がい者の就

労１年後の定着率） 

 82％ 82％ 82％ 

77.7％ － － － 

医療的ケア児・者コーディネーター

養成者数 

（県が実施する医療的ケア児・者コ

ーディネーター養成研修の修了者

数） 

 182 人 211 人 300 人 

153 人 － － － 

農福連携に係る取組において農林水

産の作業に新たに就労した障がい者

数 

（福祉事業所と農林水産事業体にお

いて、コーディネーター等の支援に

より農林水産業に新たに従事した障

がい者の人数） 

 68 人 76 人 76 人 

49 人 － － － 

「障がいの有無にかかわらず誰もが

共に暮らしやすい三重県づくり条

例」に基づく相談支援件数 

（「障がいの有無にかかわらず誰も

が共に暮らしやすい三重県づくり条

例」の規定に該当する相談（合理的

配慮等）に対し、障がい者差別解消

専門相談員が対応を行った件数） 

 11 件 15 件 27 件 

７件 － － － 
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主な事業 

 

①障がい福祉総務費 

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 ２ 障がい者福祉費） 

予算額：(R4) ４，８１１千円 → (R5) ７，４３０千円 

事業概要：障害者基本法に基づく三重県障害者施策推進協議会や障害者総合支援法に基づく三重

県障害者自立支援協議会の開催を通じて、「みえ障がい者共生社会づくりプラン」等

の進捗を確認しながら、障がい者施策を適切に推進するとともに、次期プランの策定

に取り組みます。 

 

②障がい者の地域移行受け皿整備事業 

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 ２ 障がい者福祉費） 

予算額：(R4) ２５０，０１６千円 → (R5) １２４，０９９千円 

事業概要：障がい児・者の地域生活を支援するため、グループホームや障がい児支援の拠点とな

る日中活動の場の整備促進に取り組みます。 

 

③障がい者就労支援事業 

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 ２ 障がい者福祉費） 

予算額：(R4) １７，４３９千円 → (R5) １７，４３９千円 

事業概要：障がい者の自立した生活の実現に向けて、福祉事業所における工賃等の向上を図るた

め、経営コンサルタント等の専門家を派遣するなど、福祉事業所の経営改善等を支援

します。また、福祉事業所の受注の仲介、販路開拓等を行う共同受注窓口に対し、発

注の新規開拓等に取り組むコーディネーターの配置やＥＣサイトを活用した物販促

進など、運営を支援します。 

 

④医療的ケアが必要な障がい児・者の受け皿整備事業 

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 ２ 障がい者福祉費） 

予算額：(R4) ２９，７５１千円 → (R5) １９，７９３千円 

事業概要：医療的ケアが必要な障がい児・者とその家族が地域で安心して生活できるよう、「三重

県医療的ケア児・者相談支援センター」を中心に、当事者や保護者等からの相談対応、

支援者への支援、医療的ケア児・者コーディネーターの養成、障害福祉サービス事業

所職員等を対象とした医療的ケア・スタートアップ研修、保育園等の看護師等を対象

としたスキルアップ研修等を実施するとともに、各地域ネットワークの活動支援や相

互連携、重症心身障がい児・者を受け入れる病院との連携など、医療的ケア児・者へ

の支援体制を強化し、地域での受け皿整備を進めます。 
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⑤障害者介護給付費負担金 

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 ２ 障がい者福祉費） 

予算額：(R4)  １１，０９１，４４１千円 → (R5) １０，３９１，４４４千円 

    （参考：(R4) １１，１１０，１４０千円 ※令和３年度２月補正含みベース） 

事業概要：障害者総合支援法に基づき、市町が支出する介護給付費の一部を負担します。また、

障害福祉サービス事業所等における新型コロナウイルス感染症の感染防止対策とし

て、衛生用品等の購入など必要となるかかり増し費用に対する支援を行うとともに、

障害福祉サービス事業所等におけるロボット等の導入やＩＣＴ導入に対する支援に

取り組みます。 

 

⑥障がい者相談支援体制強化事業 

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 ２ 障がい者福祉費） 

予算額：(R4) １４５，８５４千円 → (R5) １４６，５８９千円 

事業概要：各障害保健福祉圏域において就労に伴う生活にかかる相談支援事業を実施するとと

もに、県内全域を対象とした自閉症・発達障がい、高次脳機能障がいに関する専門

性の高い相談支援事業を行います。 

 

⑦（一部新）人材育成支援事業 

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 ２ 障がい者福祉費） 

予算額：(R4) ２４，９０５千円 → (R5) ２７，２８８千円 

事業概要：障がい者の地域生活を支える人材を育成するとともに、障害福祉サービス等の質の

向上を図るため、「三重県障がい福祉従事者人材育成ビジョン」に基づき、相談支

援従事者研修やサービス管理責任者・児童発達支援管理責任者研修等の各種研修事

業を実施します。令和５年度は、新たに障害者ピアサポート研修を国のカリキュラ

ムにより実施します。 

 

⑧（一部新）障がい者権利擁護推進事業 

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 ２ 障がい者福祉費） 

予算額：(R4) ５，３３６千円 → (R5) ８，９５２千円 

事業概要：障がいを理由とする差別の解消のため、相談員による相談対応や普及啓発等に取り

組みます。また、研修の実施や専門家チームの活用により、障がい者の虐待防止や

対応力の向上を図ります。さらに、「手話施策推進計画」に基づき取組を推進する

とともに、次期計画の策定に取り組みます。加えて、事業者の合理的配慮の提供の

義務化に向けて、アウトリーチによる積極的な周知・啓発を行います。 

 

⑨障がい者の持つ県民力を発揮する事業 

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 ２ 障がい者福祉費） 

予算額：(R4) ８，０７６千円 → (R5) ８，６７９千円 

事業概要：芸術文化活動を通じた障がい者の社会参加を促進するために設置した「三重県障が

い者芸術文化活動支援センター」において、障がい者や支援者に対する相談支援や

研修会を開催するほか、県内で芸術文化活動を行う障がい者が作品を発表する展覧

会を開催する等、障がい者の社会参加を支援します。 
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 ⑩農福連携ネットワーク形成・強化事業 

（第６款 農林水産業費 第１項 農業費 ５ 農林漁業担い手対策費） 

予算額：(R4) ３，４５６千円 → (R5) ４，０７６千円 

事業概要：農福連携の一層の拡大と定着に向け、「農福連携全国都道府県ネットワーク」との連

携による現地調査や情報発信に取り組むとともに、県内における農福連携の推進体制

を強化するため、農業ジョブトレーナーや農福連携技術支援者といった専門人材の育

成や活動支援に取り組みます。 

 

⑪林福連携におけるコーディネート人材の育成・活動支援事業 

（第６款 農林水産業費 第４項 林業費 ２ 林業振興指導費） 

予算額：(R4) ２，０００千円 → (R5) １，６００千円 

事業概要：林業における障がい者の就労拡大に向け、キノコや苗木生産事業における施設外就労

などを促進するため、コーディネーターの育成や事業者と福祉事業所のマッチング活

動支援に取り組みます。 

 

⑫水福連携におけるコーディネート人材の育成・活動支援事業 

（第６款 農林水産業費 第５項 水産業費 １１ 水産業経営対策費） 

予算額：(R4) ２，０００千円 → (R5) １，６００千円 

事業概要：水産業における障がい者の就労拡大に向け、水産関係者と福祉事業所等のマッチン

グに専門的に取り組むコーディネーターの活動を支援します。 

 

⑬農福連携におけるスマート技術環境改善実証事業 

（第６款 農林水産業費 第１項 農業費 ５ 農林漁業担い手対策費） 

予算額：(R4) ３，０００千円 → (R5) ２，３１５千円 

事業概要：農福連携の一層の拡大に向け、農作業に従事する障がい者の体調管理を効果的かつ効

率的に行うため、ウェアラブル端末などスマート技術を活用した実証に取り組みます。 

 

⑭農福連携による青果物のスマート流通体制整備事業 

（第６款 農林水産業費 第１項 農業費 ６ 農作物対策費） 

予算額：(R4) ５，０００千円 → (R5) ３，９３５千円 

事業概要：県内の障がい者就労施設等で生産された農産物について、需要に応じた出荷ができる

よう、アプリ等を活用し、市場の入荷情報等をもとに出荷する仕組みづくりや地域に

おいて共同で集荷・運送する取組を進めます。 

 

⑮農福連携「福」の広がり創出促進事業 

（第６款 農林水産業費 第１項 農業費 ５ 農林漁業担い手対策費） 

予算額：(R4) ３，４５３千円 → (R5) １，８９４千円 

事業概要：生きづらさや働きづらさを感じている若者等の社会的自立を支援するため、農業が持

つ多様な作業内容を生かし、就労体験の取組を進めます。また、これまでの取組で得

られた、生きづらさや働きづらさを感じている若者等へのアプローチの方法など就労

に向けたノウハウを関係機関に提供し、若者等の就労拡大につなげます。 
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 ⑯精神障がい者保健福祉相談指導事業 

（第４款 衛生費 第１項 公衆衛生費 ４精神衛生費） 

予算額：（R4） ３３，００６千円 → （R5） ３７，４４１千円 

事業概要：ピアサポーターを活用した取組やアウトリーチ事業、地域住民への啓発を通じて、精

神障がい者が安心して地域で暮らすことができる支援体制づくりを進めます。また、

アルコールやギャンブル等に係る依存症対策については、予防や早期発見・早期介入

に向けてリーフレットの配布等による啓発を行うとともに、治療拠点機関が自助グル

ープと連携し、患者の治療や社会復帰を支援する取組を促進します。 
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